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(1) 設置要綱 

再発防止「岩手モデル」策定委員会 設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 岩手県教育委員会は、岩手県立高等学校生徒自死事案を受けて設置した「県立学校

児童生徒の重大事案に関する調査委員会」の「調査報告書」の提言の趣旨を尊重し、再発

防止に向けて「生徒の主体性を育む指導体制の構築」「悩みや苦しみを抱えた生徒が援助

希求できる体制の構築」「「調査報告書」の提言に基づく「岩手モデル」の発信」に係る具

体的取組を協議するため、再発防止「岩手モデル」策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 

（目的） 

第２条 委員会は、次条各号に掲げる協議事項を協議し、具体的かつ実効性ある対策を構築

することにより、教育職員等の体罰・ハラスメント事案及び当該事案に関連する児童生徒

の自死事案の再発防止を目的とする。 

 

（協議事項） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項を協議する。 

(１) 今回の事案に関わって、問題ある指導について正確な事実認識、適切な対応・評価、

的確な情報共有ができなかった理由を解明し、正確な事実認識、適切な対応・評価、

的確な情報共有を確実に遂行できる方法・体制を構築すること。 

(２) 体罰・ハラスメントの防止に向け、学校現場の発想やアイデアを集約し、ボトムア

ップによりマニュアル・ガイドライン等を改良すること。 

(３) 再発防止に向け、部活動指導のあり方や部活動指導者に対する研修内容をスポー

ツ・インテグリティの視点を踏まえて検討し、実践的研修を実施すること。 

(４) 部活動に依存した進路指導・キャリア教育の問題点を踏まえ、生徒に選択する力を

つける進路指導やキャリア教育の方法を示すこと。  

(５) 部活動参加体制や推薦入試における基準を見直し、生徒がより主体的に部活動に取

り組める環境を整備すること。 

(６) 自殺予防に向けた教員研修システムの構築、相談体制の整備、生徒への啓発プログ

ラムの整備を行い、「悩みや苦しみを抱えた生徒が援助希求できる体制」を構築する

こと。 

(７) 再発防止に向け、管理職研修の内容を検討し、実施すること。 

(８)  (１)～(７)の検討内容の全体調整を行うとともに、再発防止「岩手モデル」につ

いて発信すること。 

 

 

２ 再発防止「岩手モデル」策定委員会 
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（組織） 

第４条 委員会は、別表に掲げる構成員をもって構成する。 

２ 委員長は、教育局長を充てる。 

３ 副委員長は、教育次長及び教職員課総括課長を充てる。 

４ 委員長は、委員会を総括する。 

５ 委員長に事故があるとき又は欠けたときは、副委員長の中から委員長があらかじめ指名

した者が委員長の職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 構成員が会議に出席できない場合、その代理者が会議に出席することができる。 

３ 会議は、原則として公開とする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、会議を公開

しないことができる。 

（１）情報公開条例（平成 10年岩手県条例第 49号）第７条第１項各号に掲げる情報に該

当すると認められる事項について協議を行う場合 

 （２）会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生ずることが

明らかに予想される場合 

４ 委員会は、会議を開催したときは議事録を作成しなければならない。 

５ 委員会は、必要があると認めたときは、遺族等構成員以外の者に会議への出席を求め、

意見を聴くことができる。 

 

 （部会） 

第６条 委員会の協議事項について検討するため、次の部会を置く。 

(１) 人事管理等検討部会 

(２) 体罰・ハラスメント防止マニュアル・ガイドライン検討部会 

(３) 部活動指導者研修検討部会 

(４) 進路指導・キャリア教育検討部会 

(５) 部活動参加体制等検討部会 

 (６) 自殺予防教育検討部会  

 (７) 管理職研修検討部会 

 (８) 再発防止「岩手モデル」発信作業部会 

２ 部会の構成員は、委員長が別に定める。 

 

（事務局等） 

第７条 委員会の事務局は、岩手県教育委員会事務局学校教育室、教職員課及び保健体育課

とし、委員会の協議事項に係る調査、資料収集その他の事務を処理する。 

 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。  
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  附 則 

 この要綱は、令和２年 11 月 30 日から施行する。 

   附 則（令和３年１月 15 日一部改正） 

 この要綱は、令和３年１月 15 日から施行する。 

   附 則（令和３年４月１日一部改正） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年 10 月 29 日一部改正） 

 この要綱は、令和３年 11 月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日一部改正） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年７月 27日一部改正） 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

附 則（令和５年４月１日一部改正） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

団体又は機関名及び職 氏   名 

岩手医科大学医学部神経精神科学講座教授 大塚 耕太郎 

一般社団法人 ここから未来 代表理事 大貫 隆志  

リベルタス法律事務所 弁護士 小幡 佳緒里  

法政大学キャリアデザイン学部教授 児美川 孝一郎  

朝日大学保健医療学部健康スポーツ科学科教授 髙橋 幸平  

日本体育大学スポーツ文化学部武道教育学科教授 南部 さおり  

藤田法律事務所 弁護士 藤田 治彦  

岩手県教育委員会事務局教育局長兼教育企画室長 佐藤 一男 （R2） 

岩手県教育委員会事務局教育局長 
佐藤 一男 （R3～R4） 

菊池 芳彦 （R5） 

岩手県教育委員会事務局教育次長 梅津 久仁宏（R2） 

岩手県教育委員会事務局教育次長兼学校教育室長 
高橋 一佳 （R3～R4） 

坂本 美知治（R5） 

岩手県教育委員会事務局教職員課総括課長 

山村  勉 （R2） 

八重樫 学 （R3～R4） 

大森 健一 （R5） 

岩手県教育委員会事務局教育企画室教育企画推進監 渡辺 謙一 （R2） 

岩手県教育委員会事務局教育企画室長兼教育企画推進監 
渡辺 謙一 （R3） 

西野 文香 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局学校調整課総括課長 木村 克則 （R2） 

岩手県教育委員会事務局学校教育課総括課長 中川 覚敬 （R2） 
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岩手県教育委員会事務局学校教育室学校教育企画監 
中川 覚敬 （R3） 

度會 友哉 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局保健体育課総括課長 
清川 義彦 （R2～R3） 

菊池 勝彦 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局教職員課県立学校人事課長 

高橋 一佳 （R2） 

木村  基 （R3～R4） 

駒込 武志 （R5） 

岩手県教育委員会事務局教職員課小中学校人事課長 
金野  治 （R2～R3） 

熊谷 治久 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局学校教育課高校教育課長 須川 和紀 （R2） 

岩手県教育委員会事務局学校教育室高校教育課長 
須川 和紀 （R3） 

中村 智和 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局学校教育課義務教育課長 小野寺 哲男（R2） 

岩手県教育委員会事務局学校教育室義務教育課長 
三浦  隆 （R3～R4） 

武藤 美由紀（R5） 

岩手県教育委員会事務局学校調整課生徒指導課長 泉澤  毅 （R2） 

岩手県教育委員会事務局学校教育室生徒指導課長 
泉澤  毅 （R3） 

千田 幸喜 （R4～R5） 

岩手県教育委員会事務局学校調整課産業・復興教育課長 軍司  悟 （R2） 

岩手県教育委員会事務局学校教育室産業・復興教育課長 菊池 郁聡 （R3～R4） 

多田 拓章 （R5） 

ふるさと振興部学事振興課総括課長 

中里 武司 （R2） 

米内 靖士 （R3～R4） 

本多 牧人 （R5） 

文化スポーツ部スポーツ振興課総括課長 

山本 卓美 （R2） 

畠山  剛 （R3～R4） 

鈴木  忠 （R5） 

保健福祉部障がい保健福祉課総括課長 
菊池 優幸 （R2～R3） 

日向 秀樹 （R4～R5） 
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(2) 検討経過等 

  ア 検討経過 

開 催 主な協議事項等 

第１回 

（R3.1.15） 

・委員の追加選任 

・各部会の検討計画 

第２回 

（R3.3.23） 
・再発防止「岩手モデル」策定にあたり「共有すべき基本的認識」 

第３回 

（R3.6.13） 

・御遺族、被害生徒御家族から意見聴取 

 ※ 以降第 12 回まで御遺族、被害生徒御家族がオブザーバーとして参加 

第４回 

（R3.9.18） 

・「問題ある指導について正確な事実認識、適切な対応・評価、的確な情報共有が

できなかった『理由の解明』」中間報告 

第５回 

（R4.2.11） 
・「理由の解明」の今後の対応方針 

第６回 

（R4.7.17） 

・「理由の解明」検討作業への外部委員参画 

・「体罰ハラスメント防止に係る教職員の意識調査」分析結果 

第７回 

（R4.9.19） 

・当時の学校及び県教委関係職員に対する再聴取の進捗状況 

・部活動指導者研修の研修内容等の方向性 

・教育相談体制構築の方向性 

第８回 

（R5.2.4） 

・学校及び県教委の対応に係る事実関係並びにその対応にあたって不適切だった

点及びその要因 

・部活動指導者研修の研修内容等の具体的内容  

・教育相談体制構築の具体内容 

第９回 

（R5.7.16） 

・学校及び県教委の対応に係る事実関係並びにその対応にあたって不適切だった

点及びその要因 

・「理由の解明」を踏まえた具体的な再発防止策の基本的な考え方 

・再発防止「岩手モデル」策定のスケジュール 

第 10 回 

（R5.10.1） 

・再発防止「岩手モデル」の骨子 

・「暴力（体罰）」、「不適切な言動」に係る具体の行為の類型化、具体の事例等 

・再発防止策として講じる具体の取組や体制等の骨子 

第 11 回 

（R6.1.7） 

・再発防止「岩手モデル」（案） 

・再発防止「岩手モデル 」（案）に係る県民からの意見聴取 

第 12 回 

（R6.3.24） 
・再発防止「岩手モデル」（最終案） 
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  イ 人事管理等検討部会「理由の解明」チームの検討状況 〔第９・10 回再発防止「岩手モデル」策定委員会 提出〕 

○ 事実関係の整理  

 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 平成 21 年度 

① H21.11.26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 被害生徒側からの訴えについては、学校教育室に報

告していた。体罰の訴えがあったが、学校教育室から

教職員課に共有してくれると思い、教職員課への報告

はしていなかった。〔Ａ高校Ｃ〕   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 被害生徒の保護者から不登校の原因が顧問のパワハ

ラであるとの訴えがあり、まず学年長の先生に内容を

伝えた。保護者が校長に直接会って話したいと言った

ので、学年長、次に副校長に報告するという手順を踏

んだ。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （被害生徒が不登校となった理由に顧問教諭が関係

していることについて）11 月の面談の時まで全く知ら

なかった。（２年生の頃は）学校には来ていたし、部活

にも参加していたので、全く気付くことはできなかっ

た。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

・ 本件についても、担任から学年長を通じて、副校長

に話が上がった。その順番で、大きい問題は校長まで

くる。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ 副校長から報告を受け、県教委（学校教育室）には、

その都度報告を上げていた。学校としては、教職員課

と学校教育室を区別して報告ということまでは考え

ていなかった。教員による体罰に関する訴えがあるこ

とも含めて、学校教育室に伝えていた。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ 当時、それぞれの学校で、ルール、マニュアルのよ

うなものは作っていなかったと思う。何かあったら、

何でもいいので相談して下さいというのが、県教委の

スタンスであった。大きい事案については、県教委に

 

 

 

 

 

・ 虚偽である（Ａ高校Ｆは知っていた

はずである）。〔被害生徒御家族〕 

・ Ａ高校Ｆに対し不登校の原因を訪

ねたとき、Ａ高校Ｆは「２年生のとき、

部活動でつらい思いをしたことがき

っかけ」「きっかけであって、原因とは

思っていなかった」と話した。〔被害生

徒御家族〕 

・ 「息子が何をされたのかを正確に知

りたい。我々が知り得た事実に相違が

ないならば、登校しなかったことにつ

いて、息子に非はないと考えられるの

で、卒業可否について、校長に再考を

お願いする」と話した。〔被害生徒御家

族〕 

 

・ 平成 21 年 11 月 26 日、被害生徒の保護者から、被害生徒の担任

教諭に対し、被害生徒が授業に出席できなくなったことに関し、

以下の相談があった。 

  ・ 被害生徒は、昨年 10 月に部活動の顧問教諭から体育教官室

に呼び出され、密室の中で長時間にわたり追い詰められたと

話している。 

  ・ 被害生徒が顧問教諭から何をされたのかを正確に知りたい。 

・ 保護者が知り得た事実に相違がないならば、登校しなかっ

たことについて、被害生徒に非はないと考えられるので、卒

業可否について、校長に再考をお願いする。 

なお、被害生徒の保護者から相談を受けた担任教諭は、上記の

面談時まで、被害生徒が不登校となった理由に顧問教諭が関係し

ていることについて「全く気付くことはできなかった」と証言し

ているが、同年５月に被害生徒の保護者との面談した際、「２年生

のとき、部活動でつらい思いをしたことがきっかけ」「きっかけで

あって、原因とは思っていなかった」などと、顧問教諭の言動が

被害生徒の不登校に影響していることを認識している発言をして

いた。 

 

・ 11 月 26 日の被害生徒の保護者からの訴えは、担任教諭から副校

長等を経由して校長に報告され、副校長は、学校教育室担当者に、

県教委にも電話がある可能性があるので情報提供しておくとし

て、電話連絡により報告した。保護者からの訴えに関する学校から

報告された内容として学校教育室担当者によって残された記録に

は、以下のとおりの記載がある。 

① 不登校のきっかけは、１年間の部顧問からの体罰である。

事実関係を明確にしてほしい。 

② 教員の責任で不登校になったので卒業の手立てがあるはず

だ。 

なお、副校長は、教員による体罰との訴えがあることも含めて

学校教育室から教職員課に共有されると考え、教職員課に対して

は、直接報告しなかった。 

 

 

 

・ 学校では、生徒や保護者から訴えがあった際の対応に関する具体

的なルール・マニュアルは作られていなかったが、生徒や保護者か

ら担任教諭等に相談があった場合の対応としては、相談を受けた

担任教諭等が学年長や副校長に報告し、副校長が校長との間で情

【高校名の表記について】 

 ・ 顧問教諭が平成 25 年度まで在籍した高

校を【Ａ高校】とする。 

 ・ 顧問教諭が平成 26 年度以降に在籍した

高校を【Ｂ高校】とする。 

【「体罰」と「暴力」の表記について】 

これまでの策定委員会において、『「体罰」

は暴力であり、文書上の表現を改めるべきで

ある』との御指摘をいただいてきたところ。 

当部会においても、御指摘を踏まえ、今後

の作業を進めていく予定であるが、「理由の解

明」作業における整理では、当時の発言や口

頭受付等の表現を引用している内容があるた

め、便宜上、「体罰」と表現していること。 
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・ Ａ高校からの報告に対し、「学校の内規はあくまで内

規であり、それにこだわりすぎず、生徒により添って、

生徒の利益につながるような対応をすること」と指示

をした。学校教育室としては、不登校への対応という

観点で指示をしており、体罰事案については教職員

課、卒業に向けた対応としては高校教育担当の対応に

なるため、それぞれに情報共有していた。〔学校教育室

Ｄ〕 

 

・ 不登校自体は平成 20 年から継続しているものであ

ったため、初動対応というよりは、継続している不登

校案件への助言であった。なお、教職員課には電話受

付の写しを課長（又は総括）に手交するのみであり、

対応の協議まではしていない。体罰が疑われる事案で

あるので、教職員課が適切に対応してくれるとの認識

でいたが、その後、実際にどのような対応を教職員課

がとったかまでは確認していなかった。〔学校教育室

Ｄ〕 

 

・ 学校教育室からの情報共有については確認してい

た。体罰の疑いとの内容が含まれていたが、Ａ高校か

ら、学校教育室への報告であったため、初動調査に係

る指示は学校に対して行わず、見守る姿勢であった。

〔教職員課Ｅ〕 

 

 

 

報告をし、指示を仰ぐという形になっていた。〔Ａ高校

Ｇ〕 

 

・ 本件のような事案では、校長と副校長が情報共有し

た上で、対応方針について校長から指示がある。〔Ａ高

校Ｈ〕 

 

・ 不登校の原因が顧問教諭の言動にあるという報告だ

ったので、教員の言動に問題があると認識し、教職員

の不祥事を所管している教職員課へ口頭受付の写し

を提供した。教育長、教育次長にも報告している。〔学

校教育室Ｄ〕 

 

・ 学校に対しては「教員の言動に問題があると考えて

いるので教職員課へ情報提供している」と伝えた記憶

はあるが、教職員課へ事故報告を上げなさいとか、そ

こまでは言っていない。〔学校教育室Ｄ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （学校教育室からの情報について）県立学校人事課

長、総括、服務担当の自分で共有したが、教職員課が

その時点で対応する案件ではないという判断で、特に

指示等はなかった。顧問から色々叱られてトラウマと

なり、学校に行けなくなり、卒業が危ぶまれていると

いう不登校生徒への対応がメインであったので、学校

教育室で対応していると認識していた。その段階で、

体罰事案とは認識していなかった。〔教職員課Ｅ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

報共有をはかった上で、対応方針について校長から副校長に対し

指示をするというのが通例となっていた。また、事案の内容に応じ

て、県教委に相談して指示を仰ぐこともあった。 

 

 

 

 

・ 副校長から報告をうけた学校教育室担当者は、副校長に対し、不

登校への対応という観点から、「学校の内規はあくまで内規であ

り、それにこだわりすぎず、生徒により添って、生徒の利益につな

がるような対応をするように」との指示を行った。また、体罰など

教員の言動については、教職員課に、卒業に関わることについては

高校教育担当に連絡するよう指示した。さらに、当該担当者は、体

罰案件としての対応や、卒業に向けた対応につながる可能性もあ

ることから、教職員課県立学校人事担当及び学校教育室高校教育

担当へそれぞれ電話口頭受付票の写しを手交し、そのことを副校

長にも伝えていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学校教育室から情報提供を受けた教職員課では、その時点で、体

罰事案とは認識せず、また、直接、教職員課に対してではなく、学

校教育室への報告案件であったこともあり、特に校長、副校長への

指示や確認等は行わなかった。 
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② 
H21.11.30 

～H21.12.6 

 

・ 平成 21 年 11 月 30 日から 12 月６日にかけて、自分

ともう 1人の副校長で、３回程度、顧問教諭に確認を

した。顧問教諭に対して、「どんなことをしたんだ」と

確認したところ、強い口調で指導することはあったこ

と、体罰はなかったことを回答した。聴取結果を校長

に報告し、その指示により、さらに確認を要する事項

を聴取するという対応をとった。顧問教諭が体罰を否

定する中、「本当のことを言え」とさらに詰める方法も

あったが、生徒も教員も両方大事なので、顧問教諭の

申立て内容を聴取記録とした。〔Ａ高校Ｃ〕 

 

・ 顧問教諭は、強い口調での指導については認めてい

たが、具体的にどのような発言をしたかまでは、確認

していなかった。〔Ａ高校Ｃ〕 

・ 顧問教諭からは、体育教官室で長時間立たせたまま、

声を荒げたりして、生徒が委縮したかもしれないとの

発言があり、そうした指導については、行き過ぎであ

るとの認識をもった。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

 

 

 

 

・ 女子バレー部監督であり、被害生徒の担任であった

教諭から確認をしたが、（顧問教諭による）体罰や行き

過ぎた指導はなかったとの内容であった。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

 

 

・ （顧問教諭からだけではなく）、被害生徒にも確認し、

双方の言い分に食い違いがあればその点について本

当のところどうだったのか詰めていく必要があった

が、被害生徒に会えなかった。そのような中で他部員

に話を聞くことは、別な保護者に噂が広まり、あるこ

とないこと広がる可能性もあり、それは被害生徒のた

めにならないと判断した。〔Ａ高校Ｃ〕 

 

・ （他の部員に確認することについて、）まずは被害生

徒本人から話を聞きたかったが、不登校状態であり、

家庭訪問もできなかった。本人から確認をとれない限

り、一方的な進め方になってしまうという認識であっ

た。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

 

・ まずは顧問教諭に事実を確認するよう、副校長に指

示した。（本人から）「やっていません」と言われたこ

とに対して、更にどのように進めていけるのかという

ところがあった。やっていないと言われれば、学校だ

けでそれ以上調べるというのは限界があった。〔Ａ高

校Ｇ〕 

 

・ 最後は、自分でも直接顧問教諭に対し、「叩いたりし

たか」と聞いたが「絶対にありません」と言われたの

で安心していた。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ 県教委の中でどう捉えたかまでは分からないが、学

校教育室にはその都度報告を上げており、県教委の指

示を仰ぎながら遺漏がない形でやってきたつもりで

あった。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （顧問教諭が）生徒に対して手を上げたりすること

は見たことがない。大声でしかることはあった。ただ

怒鳴るのではなく、きちんと理由をかみ砕いて話して

いた。男子バレー部員からも、顧問教諭の指導につい

て、訴えは聞いたことはなかった。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

・ 被害生徒の担任であった教諭から、顧問について、

自分自身が見たことや、被害生徒の友人に聞いてみた

りして得た情報の報告があった。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 21 年度のＡ高校で顧問教諭に

対し３回聴取を実施している。しか

し、第１回の聴取記録には、最も肝心

な暴力、長時間立たせて怒鳴ったこと

など、Ａ高校Ｃから説明があった記載

がされていない。これはなぜなのか。

第２～３回の聴取記録はあるのか。

〔被害生徒御家族〕 

・ 自分が入手した顧問教諭への聴取記

録には、［改訂版］［追加版］という記

載はない。しかし、民事訴訟で県が提

出した「乙第４号証」では、同じ聴取

記録なのに［改訂版］［追加版］と記載

が追加されている。この文書を作成し

たＡ高校Ｃは、異動しているはずであ

る。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 21 年 11 月 30 日以降、校長の指示により、副校長は、顧問教

諭から事情を聞いた。これに対し、顧問教諭は、「昨年の 11月に、

体育教官室で１時間以上、部活動への取組について強い口調で指導

をしたことはあった。また、ものすごい剣幕で怒る、立ったまま至

近距離で怒鳴るということはあった。髪を引っ張ったり、胸倉をつ

かんだりはしていない。他の部員にボールをぶつけるということは

あった。手は上げていない。」などと述べた。 

  また、顧問教諭が体罰を否定した以上、さらに、顧問教諭を詰問

するようなことはできないと管理職は考えていた。 

  顧問教諭に聴取を行った副校長は、聴取記録を作成した。なお、

当該記録には、顧問教諭の被害生徒への思い等が記載されているに

とどまり、ものすごい剣幕で怒る、立ったまま至近距離で怒鳴ると

いうことはあったこと等、行為の詳細については記載されなかっ

た。 

 

・ 平成 21 年 12 月１日、被害生徒の保護者が、校長宛ての手紙を持

参してＡ高校を訪れ、副校長・学年長に対し、校長との面談を強く

要望するとともに、真相の解明を求めた。 

手紙の中には、顧問教諭の被害生徒に対する「叱責」は、「部活動

終了後、一人だけ別室に呼ばれたうえで、極めて長時間にわたって

行われ」「胸倉を掴まれる、髪の毛を引っ張られるといった行為の中

で行われた」などの指摘もあった。 

 

・ 副校長は、当時、女子バレーボール部顧問でもあった被害生徒の

担任教諭にも事実確認をしたが、担任教諭は顧問教諭の不適切な指

導を認識したことはないなどと答えた。 

 

 

 

・ 校長及び副校長は、この段階で、被害生徒からの事実確認を行わ

なかった。また、被害生徒から話を聞くことが先であるとの理由に

より、被害生徒以外の部員に対する確認も行わなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ H21.12.1 
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・ 体罰については何回聞いても否定していたが、当時

確認した「強い口調の指導」については、当然不適切

との評価をし、顧問教諭には厳しく指導した。どのよ

うな判断基準があったかは明確ではないが、常識的に

考えて密室で大きな声を出すことは不適切であると

判断した。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学校から相談を受けて、この案件は教職員課にも情

報提供しており、教員の体罰については教職員課所管

であると伝えた記憶はある。不登校生徒で何とか手立

てがあるはずだということについては、生徒指導担当

だと思うが、（教員の言動について）事実関係を明確に

してほしいということについては、学校で調査して教

職員課に報告する問題ではないかと考えていた。〔学

校教育室Ｄ〕 

 

・ 当時の認識としては、体罰というのは身体的な殴っ

たり蹴ったりというものと捉えていた。時代背景もあ

ったと言い訳にしてはいけないが、認識の浅さだった

と思う。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

 

・ 平成 21 年 12 月３日、副校長は、学校教育室担当者に対し、以下

の点について、電話連絡により報告した。 

① 11 月 30 日以降に顧問教諭から事情を聞いたところ、「昨年の

11月に、体育教官室で１時間以上、部活動への取組について指導

をした。強い口調で指導したが、暴力をふるってはいない。」など

と述べたこと。 

② 12 月１日に被害生徒の保護者が、校長宛ての手紙を持参してＡ

高校を訪れ、副校長・学年長と面談をしたこと。手紙には顧問教

諭による、胸倉をつかむ、髪を引っ張るという行為の記述があっ

たが、顧問教諭からはそのような事実はないことを確認したこ

と。 

③ なお、それ以外の手紙の記載内容は下記のようなものであった

こと。 

 ・ 顧問教諭からの強い叱責の中で、逃げるなと言われ、恐怖感

と屈辱感を受けたこと。 

 ・ 生徒が通院しているクリニックの診断によると、11 月中旬の

記憶がとんでおり、その時期に強いショックを受けた可能性が

あること。 

・ 真相の解明と卒業の認定についての学校側の見解を 12月 10

日までに求めていること。 

 

・ 報告を受けた学校教育室担当者は、教職員課県立学校人事担当へ

電話受付の写しを手交した。 

 

・ 学校教育室担当者は、被害生徒を何とか卒業させたいとの訴えに

ついては、その解決に向けた助言を行った。一方、顧問教諭の言動

については、学校と教職員課の間で検討されるべき問題と捉えてい

たが、具体的に教職員課に対して、認識を共有することはしなかっ

た。  

 

・ 校長及び副校長は、「体罰」とは、殴る蹴るなどの直接的な暴力の

ことであり、長時間に及ぶ叱責などの行為まで含むものという認識

でなかったこともあり、顧問教諭が「暴力をふるってはいない」な

どと答えたことから、体罰事案とは捉えなかった。 
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④ H21.12.7 

   

・ 平成 21 年 12 月７日、被害生徒の保護者がＡ高校を訪問した。校

長は、被害生徒の保護者に対し、事情聴取の結果、顧問教諭が暴力

はなかったと述べていることを報告するとともに、長時間、被害生

徒を立たせたまま叱責したことについては認め、謝罪した。 

 

・ 被害生徒の保護者から、顧問教諭の話を聞きたいとの申し出があ

り、平成 21 年 12 月 21 日に面談を行うこととなった。 

 

・ 平成 21 年 12 月 10 日、副校長は、被害生徒の自宅に電話連絡を

したが、被害生徒と直接話をすることはできなかった。 

 

・ 平成 21 年 12 月 11 日、副校長は学校教育室担当者に対し、12 月

７日の面会の状況について電話連絡して報告した。当該担当者は、

教職員課県立学校人事担当に電話受付の写しを手交して情報を伝

えた。 

 

⑤ H21.12.21 

  

 

 

 

・ 被害生徒の保護者も、顧問教諭と直接会ってかなり

夜遅くまで話をしたが、顧問教諭は頑として「（体罰

は）やっていません」と言った。部下である職員に対

して「嘘だろ」とか、そこまでは言えなかった。現場

としては限界がある。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ 被害生徒の保護者との直接面談の中で、顧問教諭が

具体的な指導内容や指導時間については思い出せな

いと回答したことについて、「一言一言や一字一句に

ついては記憶にない。」という意味に捉えていた。〔Ａ

高校Ｈ〕 

  

・ 平成 21 年 12 月 21 日、Ａ高校において、校長ら同席のもと、被害

生徒の保護者が顧問教諭と直接面談した。 

 

・ 顧問教諭は、被害生徒の保護者との面談において、遠征先で部員

の胸倉を掴んで叱責したことが一度だけあったが、このほか部員に

対し、びんた等の行為に及んだことは一切ないこと、強く打ち出し

たボールが部員の顔に当たったことはあること、などを述べた。 

また、被害生徒に対する叱責については、遠征の無断欠席につい

て強い口調で指導したことを認めたが、具体的な指導内容や指導時

間はほとんど思い出せない旨述べ、被害生徒を２時間位立たせて指

導したとする保護者の主張を否定することができなかった。 

 

・ 被害生徒の保護者は、校長に対し、校長自ら被害生徒から話を聞

くなどして、顧問教諭の指導の実態と暴行の有無を調査し、判断す

るよう要請した。 

・ これらの結果について、副校長は学校教育室担当者に対し、電話

連絡により報告した。 

なお、報告した内容は、「顧問は、暴力については否定した。２時

間に及んだとされる説教については、結果的に２時間位生徒本人を

立たせて話をしたことを否定できなかった」というものであり、遠

征先で部員の胸倉を掴んで叱責したことがあったということや、強

く打ち出したボールが部員の顔に当たったことはあるということ

についてまでは、報告しなかった。 

 

・ 学校教育室担当者は、電話受付票の写しを教職員課県立学校人事

担当に手交した。 
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⑥ H22.1.7～ 

 

 

 

 

・ 被害生徒保護者の申し立てと顧問教諭の主張の食い

違いについて、問題がないとは思わなかったが、まず

は卒業が第一と考え、被害生徒を刺激しないようにす

るため、事実確認は行わなかった。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

 

 

・ ご家族の意向もあったと思うが、卒業させることが

第一というようになってきたため、学校も全力でそれ

に協力するという対応になった。〔Ａ高校Ｃ〕 

 

 

 

 

 

・ いろんな不登校の生徒たちを見てきて、やっと登校

し始めた時に来られなくなった理由を聞くと、再び来

られなくなることがほとんどなので、そこ（不登校と

なった理由）に触れるよりも、卒業に向かって頑張ろ

うという前向きな話を必ずするようにしていた。〔Ａ

高校Ｆ〕 

 

・ 卒業に向けて動き始めていたということもある。休

んでいた生徒が再び登校に至るケースはそうそうあ

るものではない。できることはしようというスタンス

だった。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ （被害生徒の保護者からは）卒業までしっかり手立

てすることが学校の義務だと言われたので、それに向

けて学校として最大限取り組むということで対応し

ていた。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ （卒業が確定した段階において）本人も卒業できて

最後はホッとした表情だったので、過去のことを聞こ

うという発想がその時はなかった。振り返れば、その

時聞けたのかもしれないが、その時はそういう認識だ

った。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

・ 被害生徒の卒業時、保護者からも調査の求めがなか

ったため、（卒業が）一つの区切りで、それ以上改めて

調査することはないという認識だった。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

・ 当時、体罰の事実が確認されておらず、他の部員か

らの支持もあったので、特に顧問を外すという措置は

しなかった。（当該教諭は）一生懸命で熱心であった。

〔Ａ高校Ｈ〕 

 

・ 当時は、校長が個別事案に関してどのような認識を

持つかが大きかったと思う。例えば、優秀な教員で日

頃から生徒指導がしっかりしていて、その人がたまた

ま何か事案を起こしたという場合、校長の方ではあま

り強く訴えてこないこともあった。〔教職員課Ｒ〕 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 21 年 10 月 22 日、被害生徒は「図

書室登校は、通学したと見なされず、カ

ウントされないから卒業は不可」と言

われ、再び登校しなくなった。〔被害生

徒御家族〕 

 

・ 平成 21 年 11 月 26 日以降、自分の方

から卒業について話をしたことはな

い。〔被害生徒御家族〕 

 

・ 「卒業までしっかり手立てすることが

学校の義務だ」とは一言も言っていな

い。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

 

・ すでに校長に対し、自ら被害生徒に聞

き取るように要請をしていた。〔被害生

徒御家族〕 

 

・ 平成 22 年１月７日以降、被害生徒は登校を再開し、別室での特別

指導で追試等に対応していた。 

 

・ 校長及び副校長は、被害生徒を卒業させることを最優先と考えて

いた（一方、被害生徒保護者は、卒業を最優先としてほしいとの意

向は示していない）。 

 

・ この段階で、事実確認を行うことにより、被害生徒が再び登校で

きなくなることを懸念し、被害生徒に対する部活動指導の実態等に

ついての確認を行わなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ３月中旬に、被害生徒は卒業式を迎えた。被害生徒保護者は、こ

れまで、校長自ら被害生徒に聞き取るよう要請していたが、この段

階においても校長及び副校長は、聴取等を実施しなかった。 

 

 

 

・ 校長及び副校長は、被害生徒の卒業により、対応については一区

切りついたと考え、それ以上の調査をすることはないと捉えてい

た。 

  また、顧問教諭は、学校内で、生徒から支持されている熱心な教

員であるとの印象を持たれており、本人も体罰を否定していたこと

から、校長らは、顧問教諭に指導上の問題があるとは捉えていなか

った。 
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平成 22 年度 

⑦ H22.4.1～ 

 

・ 被害生徒の卒業後、（担任を通じて）家庭訪問をしな

がら被害生徒から話を聞こうとしていたがかなわな

かった。〔Ａ高校Ｈ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 22 年度に入り、また保護者から不満が寄せら

れたというところを見ると、やはり、当時の顧問の言

動に原因があるという話に戻っていったのだろう。た

だ、その部分についても、もはや生徒指導担当の所管

 

・ 友人を通して被害生徒の卒業後の様子を聞いたこと

はあった。その友人からは「何度か連絡しようとした

が、自分たちが電話しても電話に出てくれない」と聞

いた。そこからは被害生徒の様子を聞く機会もなくな

った。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

・ （県教委への報告を）したとすれば校長がしていた

と思う。常日頃から、校長が県教委と連絡を取りなが

らやっているという話は、ずっと聞いていた。〔Ａ高校

Ｊ〕 

 

 

 

・ 平成 22 年５月に、体罰があったかどうか被害生徒

の保護者から再度の確認を求められたことについて

（顧問教諭から）確認はした。１回目は具体的な指導

内容についての概略を確認し、もう一度具体的に「こ

れは？これは？」という感じで、教官室での時間はど

のくらいだったのかとか、細かいところも確認した。

記録したメモは校長に提出した。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

・ どの程度まで調査したかは私のところではわからな

い。副校長が中心となっていた。〔Ａ高校Ｇ〕 

 

・ 校長は「県教委と相談しながらやっている」と言っ

ていた。任せているという感じではなく、あくまでも

相談しながら、指導に従ってやっているという言い方

だった。具体的にどのようなやり取りがあったかは分

からない。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

・ 県教委内での情報共有については、記憶がない。〔学

校教育室Ｄ、Ｋ、教職員課Ｉ〕 

 

 

 

 

 

・ ９月７日からは教職員課処理事案とする確認をして

いるので、これからは本件に対してはお願いしますと

いうつもりであり、教職員課に引き取ってもらったと

認識していた。〔学校教育室Ｄ〕 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「顧問に指導したのか」と一言も言っ

ていない。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「顧問教諭の件はどうなったのか。普

段の練習はどうだったのか聞いたか、

他の部員には聞いたか、今も監督をや

っているのだが、教育委員会にはどの

ように報告したのか」と言った。〔被害

生徒御家族〕 

 

・ 平成 22 年３月、被害生徒が卒業した後も、副校長及び担任教諭

は、家庭訪問を試みたり、被害生徒の友人から様子を聞くなどして

いたが、被害生徒への面会は実現しなかった。 

 

 

 

・ 平成 22 年５月 13 日、被害生徒の保護者は、Ａ高校を訪れ、「顧問

教諭の件はどうなったのか、普段の練習はどうだったのか聞いた

か、他の部員には聞いたか、今も監督をやっているが教育委員会に

はどのように報告したのか」など、当時の事実関係について尋ねた。 

校長は、特に部員への聴取は行っていないが、状況については県教

委に報告している旨回答した。 

 

・ なお、この後、副校長が顧問教諭への再度の確認を行ったとされ

ているが、その結果については、関係者の記憶はあいまいであり、

作成したとされるメモの所在も確認できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ５月 13 日の被害生徒保護者による訪問の状況について、副校長

は、学校教育室担当者に口頭により報告した。 

  学校教育室担当者によって残された記録には、以下の通りの記載

がある。 

  「その後、顧問に指導したのか等、学校に対する不満の話しもあ

った。」 

・ 平成 22年９月、マスコミから県教委に対し、Ａ高校のバレーボー

ル部の生徒が教員の体罰によって不登校になったという話を聞い

た、県教委はＡ高校からどのような報告を受けているか、教員の体

罰等について調査したか、などと問合せがあった。この問合わせに
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ではなく、今後は教職員課で対応ということで了解を

得たという理解であった。〔学校教育室Ｄ〕 

 

・ Ａ高校事案に係る保護者とのやりとりについては、

前任者から聞いていた。ただし、学校から教職員課に

対し、正式な報告はなかったため、教職員課として特

段の対応はしなかった。〔教職員課Ｉ〕 

 

 

 

 

ついては、学校教育室生徒指導担当において対応し、その結果を、

教職員課県立学校人事担当へ電話受付を回覧して共有した。 

  また、この際、当該事案については、以降、学校から報告等があ

った場合は、教職員課が対応することについて、両室課間で確認さ

れた。 

  

平成 23 年度 

⑧ H24.2.1 

 

 

 

・ 被害生徒保護者からの申し入れについて、県教委に

対して都度報告していたかは分からない。副校長とし

てはしていないので、やっていたとすれば校長であ

る。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

・ 調査内容と方法の相談は、校長及び２人の副校長で

行ったので、県教委による指示ではなく、学校として

独自に調査するとの判断だったと思う。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

・ 校長から、県に相談してやるように言われた記憶は

ない。〔Ａ高校Ｌ〕 

 

  

・ 平成 24 年２月１日、被害生徒の保護者から学校に対し、改めて、

顧問教諭による暴力、暴言、威嚇等の事実の有無をはっきりさせる

べきとの申し出があった。 

 

⑨ H24.3.15 

  

・ 平成 24 年３月 15日、被害生徒の保護者から、学校に対し、顧問

教諭による部員への暴力がなかったかどうか、前後の学年の部員も

含め 20 名に調査のうえ報告するよう求めがあり、校長は、困難な面

もあるが、努力はする旨回答した。 

⑩ 
H24.3.28～

H24.4.4 

 

・ 被害生徒の保護者から 20 名の部員への確認を求め

られたが、卒業生と直接関わった教員が転勤していた

ことや、卒業後で連絡が難しい等の理由により、実現

可能な聴取として被害生徒及び同級生４名への聴取

となった。当時は 20 名全員への聴取は不可能との判

断をした。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

 

 

・ 被害生徒の保護者からの求めに応じ、被害生徒の同

級生から聴取を行った。聴取は複数の教員で分担して

行ったが、事実関係については包み隠さず、こちらが

有利になるか不利になるか考えず、聞くときに誘導的

にならないよう留意するよう伝えていた。同級生に

は、「どういうことがあったか話してくれませんか」と

いうことを聴き取るように指示しており、「叩かれた

か」との具体的な聞き方であったかは定かではない。

〔Ａ高校Ｌ〕 

 

 

 

・ 校長も全員から聞き取り調査をするとは言っていな

いと思う。（被害生徒の在学時から引き続き）Ａ高校に

いる先生に聞き、卒業した部員のうちで連絡がとれる

人をピックアップして、可能なのはこのくらいの人数

ということで、その方々に指導の中身、体罰の有無と

かを聞ける範囲で聞くということになった。〔Ａ高校

Ｊ〕 

 

 

・ （聴取の方法について）長く聞くと誘導になる恐れ

があるので、「（顧問の指導は）どうだった？」と単刀

直入に聞くようにしていた。「体罰はない」と言われ

た。体罰について、個別の例を挙げて聞くような聞き

方ではなかった。〔Ａ高校Ｆ〕 

 

・ 今と当時の体罰の認識には違いがあり、聴取に対応

した各教員にも認識のずれがあったかもしれない。

「体罰も含めて何かなかったか」という聴き取りだっ

たが、捉え方があいまいだったかもしれない。〔Ａ高校

Ｌ〕 

 

・ 平成 24 年３月 28 日から４月４日

まで、Ａ高校は元部員に対して聴取

を実施している。私の息子は、最後に

聴取が行われている。全うな調査で

あれば、私の息子の訴えを聞いた後、

こうしたことがなかったかと聞くの

が普通ではないか。なぜこのような

調査をしたのか。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 被害生徒の保護者からの、「被害生徒の前後の学年の部員も含めて

20名について調査すべき」との求めに対し、校長は、直接関わった

教員が既に異動していたり、遠方に在住の部員もいることから、全

員への聴取は困難であると判断し、平成 24 年 3月 28 日～４月４日

にかけて、被害生徒及び同級生４名から聴取をした。なお、聴取は、

担当教諭から対象者への架電により行われたが、被害生徒に対する

聴取は同級生４名からの聴取後に行われた。被害生徒への聴取を最

後にした理由については、現在まで明らかになっていない。 

 

・ 聴取は、副校長を中心に、当時の担任など複数の教諭で分担して

行われたが、その聞き方は「（顧問の指導は）どうだったか」「体罰

はあったか」などというものであり、体罰等について個別の例を挙

げるような具体的なものではなかった。 

 

 

・ 被害生徒からは、顧問教諭から体育教官室で叱責された際の時間

の長さは２時間から３時間半程度と思われること、「自分のような

人間が大人になると社会をだめにする」と大声で罵倒されたこと、

「バレーボールのおもしろさもわかるはずがない」と言われたこ

と、日常での部活動においても、髪を引っ張る、ノート等で顔を殴



58 

 

 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

 

 

・ 聴取の結果、１名から厳しい指導があったとの回答

があったが、顧問教諭はもともと声が大きいため、大

きな声で怒鳴ることはあったのだろうなと思った。具

体的な指導の内容は確認しなかった。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

 

 

 

・ 「活を入れる」などの厳しい指導があったとの証言

については記憶が定かではないが、体罰にあたるもの

とは認識していなかったということだと思う。〔Ａ高

校Ｌ〕 

 

・ （４人と被害生徒の証言の食い違いについて）もう

少しすり合わせるべきかと思った。しかし、顧問教諭

もそういったことは絶対ないと言っているし、平行線

でそれ以上詰められなかった。〔Ａ高校Ｌ〕 

 

 

・ 部員への調査状況について、学校から県教委への報

告については、校長がしていたと思うが分からない。

〔Ａ高校Ｌ〕 

 

・ （教職員課では）Ａ高校校長からは、「被害生徒の保

護者が納得していない。裁判になるかもしれないの

で、しっかり調べて示そうと思っている。」という話を

聞いた。教職員課として対応を求められることはなか

った。〔教職員課Ｉ〕 

 

・ 当時の認識としては、体罰というのは身体的な殴っ

たり蹴ったりというものととらえていた。認識の浅さ

だったと思う。時代背景もあったと言い訳にしてはい

けないが。〔Ａ高校Ｊ〕 

 

 

 

 

 

・ 民事訴訟における県教委による元部

員への聴取において、一部の元部員は

「調査を受けた記憶がない」と答えて

いる。〔被害生徒御家族〕 

 

・ Ａ高校Ｌは「１つのことに対する解釈

の違いということもある。思い違いと

いうこともある。記憶がうつろで、後か

らつくられた記憶ということもある」

などと言った。〔被害生徒御家族〕 

 

・ 民事訴訟における、県教委による元

部員への聴取において、元部員Ｂ、Ｃ

は「調査を受けた記憶が全くない」と

答えている。Ａ高校Ｆは、「Ｂは体罰

がないとはっきり言った」と言って

いる。一方、Ｂは調査を行っていない

と言っている。どうして相違するの

か。〔被害生徒御家族〕 

 

るほか、ビンタは当たり前にあったこと、自分自身もビンタ、髪を

引っ張られる等のことがあったこと、などの証言があった。 

 

・ 他方で、被害生徒以外の４名の元部員は、いずれも体罰はなかっ

たと答えた。ただし、聴取を受けた元部員のうち１名は、「厳しい指

導（活を入れる）はあった」と答えていたが、調査に関与した副校

長及び担当教諭は、「厳しい指導」がどのようなものであったか、具

体的な内容を確認することはせず、聴取記録も概要をまとめるにと

どまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ なお、当時、聴取にあたった副校長らは、「体罰」について、殴る

蹴るなどの物理的な接触がある場合をいうと捉えており、長時間に

及ぶ叱責などの行為については、体罰に該当するとは認識していな

かった。 

   また、顧問教諭が体罰を否定したことから、顧問教諭を詰問する

ようなこともできないと考えた副校長なども存在した。 

 

平成 24 年度 

⑪ H24.4.11 

 

 

 

 

 

・ ４月 11 日、Ａ高校校長が来庁して元部員への調査

状況の報告を受けた。「今まで対応してきた中では、

（教職員課に関わるような）問題にならないとは考え

ているが、こういうことが学校であった。元部員から

調査した結果、「体罰はなかった」との証言があったの

で、それ以上の再調査はしない」という報告だった。

その際には、学校教育室の生徒指導担当の指導主事も

同席していた。〔教職員課Ｍ〕 

 

  

・ 平成 24 年４月 11日、校長は、教職員課を訪れ、県立学校人事課

長らに対して、元部員への聴き取り調査結果の概要を口頭で報告

し、教職員課に関わるような問題にはならないと説明した。 
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H24.4.18 

 

 

 

 

 

 

 

・ （他の部員にも調査を広げることについて）もっと

続けてもよいのではないかと思ったが、校長がこれ以

上は調査しないと言ったので、それ以上は独断で進め

るわけにはいかなかった。この後、特に校長から確認

作業等の指示もなかった。〔Ａ高校Ｌ〕 

 

・ 被害生徒から暴力があったとの証言があったにも関

わらず、その後の調査を行わなかったのは、校長の判

断だったと思う。〔Ａ高校Ｌ〕 

 

 

・ 平成 24 年４月 18日、Ａ高校からの

説明の際、Ａ高校Ｌからは、顧問教諭

への２～３回目の事情聴取記録につ

いて、別な報告書が存在するわけでは

ないと答えた。２～３回目は、主に１

回目の聴取の確認であるとのことだ

った。これは、Ａ高校Ｃからの説明と

異なる。Ａ高校Ｃからは、３回目の聴

取は、私がＡ高校Ｇに出した手紙を示

しながら具体的に詳細を聞いた、との

ことである。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

・ 平成 24 年４月 18日、校長及び副校長は、元バレーボール部員か

らの聞き取り結果を被害生徒の保護者に報告し、顧問教諭による暴

行、暴言、威嚇等の事実は確認できなかったことを伝えた。 

 

・ 被害生徒の保護者は、さらに、平成 19 年度から平成 22 年度の男

子バレーボール部員全員の調査をすべきと述べたが、校長は、調査

義務は果たしたとして拒否し、それ以上の調査は行われなかった。 

 

 

⑫ H24.10.24 

 

 

 

 

・ 平成 24 年 11 月に、警察が来校した際のやり取りに

ついて、校長が県教委に報告していたかは分からな

い。〔Ａ高校Ｎ〕 

 

・ 刑事告訴されたことに係る校長からの報告につい

て、あったかも知れないが、記憶が定かでない。〔教職

員課Ｍ〕 

 

・ 刑事告訴という状況を踏まえて、顧問教諭について、

（顧問を外すことは）検討していないと思う。校長か

らは、こういうことになったようだと言われたが、具

体的にどう対応しようかという話にはならなかった。

刑事告訴ということに対して、どの程度学校で対応し

たらよいのか分からなかった。〔Ａ高校Ｌ〕 

 

・ 顧問教諭の普段の仕事ぶりについては、どちらかと

言うと好ましく見ていた。〔Ａ高校Ｎ〕 

 

  

・ 平成 24 年 10 月 24 日、顧問教諭は、傷害罪で刑事告訴された。 

 

・ 同年 11 月 30 日、校長は、県教委を訪れ、刑事告訴されたことに

ついて、教職員課及び学校教育室に報告を行った。 

 

 

 

 

・ 顧問教諭は、刑事告訴されて以降も、男子バレーボール部の指導

にあたっていた。 

  校長及び副校長は、顧問教諭の部活動指導に問題があるとは認識

していなかったため、顧問を外すことの具体的な検討は行われなか

った。 

 

 

 

 

平成 25 年度 

⑬ H26.1～3 

 

・ 平成 26 年度定期人事異動に係る作業において、Ｂ

高校から顧問教諭を配置することを求められていた。

〔教職員課Ｏ〕 

 

 

 

 

 

・ （平成 25 年度の）Ｂ高校長が、ぜひ異動を、という

スタンスであった。（刑事告訴されている）事情を説明

しても「本人も否定しているし、学校で調べてもない

ということであれば、問題ない。是非すすめてほしい」

という話だった。〔教職員課Ｏ〕 

 

 

  

・ 平成 26 年度定期人事異動に向けた作業の中で、顧問教諭につい

て、Ｂ高校から配置を求める旨、Ａ高校からは顧問教諭を転出させ

ても良い旨の意向が教職員課に伝えられていた。 
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・ Ａ高校事案については、学校から教職員課へ特に説

明がなく、当時、詳細には把握していなかったため、

人事異動作業において特段考慮には入れていない。Ｂ

高校におけるバレー部顧問としての活動も可能であ

ると考えていた。〔教職員課Ｏ〕 

 

・ 人事異動調整の中で、職員に関するヒアリングを受

けたが、教職員課に対しては、顧問教諭に関する情報

は、「刑事告訴されたり、保護者とトラブルがあったり

したが、Ｂ高校で新たな気持ちで出直させたい」との

趣旨の説明をし、平成 21 年度以降のＡ高校での対応

について詳しく説明しなかった。前任校長から、特段

引継ぎを受けておらず、平成 21～24 年度における対

応状況を保護者とのトラブルがあったとしか把握し

ていなかった。〔Ａ高校Ｐ〕 

 

 

 

・ Ｂ高校の意向等を踏まえ、顧問教諭をＢ高校に異動

させる内容で、人事異動作業を進めていた。〔教職員課

Ｏ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 顧問教諭が刑事告訴されている状況であったため、

当時のＢ高校校長に対し、刑事告訴されている旨の情

報提供をしている。但し、刑事告訴の詳細は把握して

おらず、問題のある職員として人事管理を求める意図

ではなかった。〔教職員課Ｏ〕 

 

・ （顧問教諭の異動に関しては）もう少し手元に置い

て、いろいろ話した方が良いのかというような思いも

あった。不安も確かにあったが、国体の話もあったの

で、バレーボール協会もちゃんと見てくれるのであれ

ばバレーの技術もある訳だし、皆様に見てもらえると

いうこともあり、一番は県教委の判断にもよるが、転

勤させてもいいというのであれば、転勤させるかと思

った。〔Ａ高校Ｐ〕 

 

 

 

・ 当時、Ｂ高校には、バレー部の指導者として別の教

員が配置されていたが、当時のＢ高校長から、国体で

点数を取るには厳しいということで、（顧問教諭の配

置に関する）要望があった。〔教職員課Ｍ〕 

 

 

 

・ 当時の認識としては、顧問教諭が体罰をしたという

被害生徒の保護者からの訴えがあるが、本人は否定し

ており、学校も「なかった」と判断しているものと捉

えていた。この認識について、Ｂ高校校長にも伝えた

ところ、「それなら問題ないのではないか」と言われ、

異動させる方向で作業を進めることになったと記憶

している。〔教職員課Ｏ〕 

 

・ 顧問教諭の異動については、Ｂ高校校長から要望が

あった。Ａ高校からＢ高校への異動は、地域的には異

例の形での異動となったため、そこは時間をかけて検

討した。国体前の少年種目強化の観点から特例的な異

動となった。その際、刑事告訴されていることによる

異動の可否については、あまり問題にしなかったよう

に思う。刑事告訴から１年以上が経過し、その後の動

きもなかったことから、認識が薄れていた面があった

かも知れない。〔教職員課Ｍ〕 

 

・ 一般に、（異動対象の）教員が問題を抱えているとい

う情報は異動先の学校と共有する。隠して異動させ

て、異動先に迷惑をかけないことは意識していた。伝

え方は、全て紙で提供ということではなくて、口頭で

伝えることが多かった。〔教職員課Ｍ〕 

 

 

・ 教職員課は、各校長からのヒアリング作業の中で、Ａ高校校長に

対し、顧問教諭の状況についても確認していた。校長は、前任者か

らの引継ぎがなく、「以前、保護者とトラブルがあった程度」としか

把握していなかったため、教職員課に対して詳しい説明がなされな

かった。 

 

・ 一方、教職員課においては、平成 24年４月 11日に、校長から学

校における元部員への調査結果について報告を受けていたことも

あり、学校における調査の状況について把握していた。 

 

 

・ 当時のＢ高校校長は、国体に向けた強化として、顧問教諭による

Ｂ高校バレー部の指導に期待し、Ｂ高校への配置を求めた。なお、

顧問教諭が刑事告訴されていることについて、教職員課担当者から

Ｂ高校校長に伝えられていたが、同校長は、顧問教諭が体罰を否定

しており、また、Ａ高校の調査によっても体罰が確認されなかった

ということであれば問題ないとした。 

 

・ 教職員課では、Ａ高校校長から確認した顧問教諭の勤務状況やＢ

高校校長からの強い配置要望等を総合的に勘案し、地域的には異例

の形であったが、最終的に顧問教諭のＢ高校への異動を決めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 人事異動作業の中で、教職員課担当者からＢ高校校長へ、当該教

諭が刑事告訴されていることについて情報提供されていたが、異動

後において、特別に人事管理を求めるような指示は行わなかった。 
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平成 26 年度 

⑭ H26.4.1～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （Ｂ高校において）平成 26年当初、男子バレー部の

正顧問は別の教諭であり、当該顧問教諭は副顧問であ

った。顧問教諭が６月に県選抜監督になったこともあ

り、刑事告訴の事実を認識してからも、部顧問を外す

ということはできなかった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

 

・ 刑事告訴の状況については、10 月 29 日にＡ高校か

ら報告があった内容について、Ｂ高校と情報共有し

た。〔教職員課Ｏ〕 

 

 

 

・ 10 月 29 日に、教職員課職員から、顧問教諭が刑事

告訴されている件について電話とメールで情報提供

を受け、そこで初めてＡ高校事案について知った。前

任者から、顧問教諭に関しては特段引継ぎがなかっ

た。刑事告訴の情報については、副校長と事務長には

共有した。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

 

 

 

・ （Ｂ高校校長は着任時）顧問教諭について知ってい

たことは何もなかった。Ａ高校事案のことも知らなか

ったし、接点もなかった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

・ 部活動顧問決定のプロセスとしては、副校長が中心

となって教員から希望を募り、（調整後）副校長が案を

持ってくる。それで校長が確認する。校務分掌であれ

ば命令するが、部活動だけは委嘱という形でお願いす

る。当該顧問教諭からもバレー部顧問をやりたいとの

希望があり、最終的に校長が決めている。ただし、平

成 26 年については、（自分が着任した時点では）既に

決まっていた。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ （県選抜監督の人事は協会の権限事項であり）バレ

ーボール協会からは「代えました」と報告があった。

前任者（年度当初のＢ高校バレー部監督）からは、自

分の事情による交代であると聞いた。前任者から希望

があったため、学校のチーム監督も顧問教諭に代え

た。県選抜チームの核となるのはＢ高校なので、学校

では別の教諭が監督をやり、県選抜チームは顧問教諭

が監督をやるというのは変だと考えた。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 顧問教諭が刑事告訴されている状況については、前

年度のＢ高校校長に伝えており、後任の校長にも引き

継がれているものと認識していたため、（４月から 10

月までの間）改めて情報提供することはしなかった。

〔教職員課Ｏ〕 

 

・ （刑事告訴に関する教職員課からの情報提供は）概

要が書いてある紙一枚のメモみたいなものをもらっ

た。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 26 年４月１日、顧問教諭はＡ高校からＢ高校へ異動した。 

Ｂ高校では、前校長が平成 26 年３月 31日付で退職し、顧問教諭

の配置を求めた校長とは別の校長が着任した。着任した校長は、顧

問教諭が刑事告訴されている等の状況について、前任の校長から特

に引継を受けていなかった。 

 

・ 顧問教諭は、Ｂ高校においても、男子バレーボール部顧問を希望

し、学校は、顧問教諭の希望を踏まえ、男子バレーボール部の副顧

問を委嘱した。 

 

 

 

 

 

 

・ 顧問教諭は年度当初、Ｂ高校男子バレーボール部の副顧問であり、

別の教諭が正顧問及び監督であった。平成 26 年６月に、バレーボー

ル協会から、顧問教諭を少年男子県選抜チームの監督とする旨の報

告があり、学校では、Ｂ高校が少年男子県選抜チームの核となるこ

とも考慮し、Ｂ高校男子バレーボール部の正顧問及び監督について

も、前任者から顧問教諭に変更した。 

 

 

 

・ 平成 26 年 10 月、Ａ高校から、教職員課担当者に対し、顧問教諭

の刑事告訴に関する状況について情報提供があり、当該担当者はＢ

高校校長と情報共有した。Ｂ高校校長は、この時初めて、顧問教諭

の刑事告訴等について認識した。 
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・ 11 月に、（顧問教諭が）盛岡地検に行く必要がある

との連絡が教職員課からあった際に、顧問教諭と話を

した。「こういう状況にあるらしいけど、どうなのか」

と聞いたことに対し、顧問教諭からは「そうです」と

の回答があった。「今後はどうなのか」と聞いたことに

対しては、「気を付けて指導しています」との回答があ

った。事案の詳細まではわからなかったが、十分気を

付けるよう指導した。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

・ （顧問教諭による）問題となるような指導はないと

認識している。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 10 月 29 日に教職員課から情報提供があった後、顧

問教諭から少し話を聴いた。刑事告訴されていること

はそのとおりとのことだったが、具体的にどのような

ことがあったかは（自分からは）聴かなかった。情報

は県教委からくるものだと思っていた。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ Ｂ高校校長は、教職員課から情報共有された刑事告訴の状況につ

いて、詳細な情報は、その後教職員課から情報共有されるものと考

え、顧問教諭から具体的な聴き取り等は行わず、今後も引き続き気

を付けるよう、口頭による指導を行った。 

 

・ 平成 26年 11 月、Ａ高校で顧問教諭の同僚であった教諭が検察か

らの事情聴取を受けた。当該教諭は、部活動指導中、顧問教諭が大

きな声で生徒を叱責する場面を見たことがあるか、との問いに対

し、「大きな声で叱責する場面はあったが、それは自分も同じように

行っていることである。」と回答した。 

 

・ Ｂ高校校長は、顧問教諭が刑事告訴されている状況を認識した後

も、顧問教諭が少年男子県選抜チームの監督に就任していたこと

や、Ｂ高校においての指導に問題があると把握されていなかったこ

となどから、部顧問から外すことをしなかった。 

 

平成 27 年度 

⑮  H27.4.1～ 

 

・ いつ誰から情報を得たか不明だが、不起訴処分の情

報は把握していた。顧問教諭からの報告ではなかっ

た。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 平成 27 年４月の不起訴処分の情報は、Ｂ高校の校

長から報告されたと記憶している。〔教職員課Ｒ〕 

 

・ 不起訴処分の情報を得たタイミングで、顧問教諭に

指導等は行っていない。部活動顧問については、不起

訴処分になったこともあり、「継続して差し支えない」

との気持ちがあった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

・ （不起訴処分の受け止めについて）罪名が付く行為

ではないと認識した。ただ、民事もあるとは思ってい

たので、償わないといけない可能性はあると思ってい

た。全くシロになったとは思わなかったが、刑罰を科

されることはなくなったと思った。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

・ （不起訴になった後の対応について）県教委とは相

談したことはない。〔Ｂ高校Ｑ〕 

  

・ 平成 27 年４月、刑事告訴について、顧問教諭は不起訴処分となっ

た。 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校校長は、不起訴処分という結果が出たことも踏まえ「（顧問

教諭について）部顧問を継続して差し支えない」と判断した。なお、

このことについて、Ｂ高校校長は特に県教委に相談を行わなかっ

た。また、県教委からも特に助言や指導はなかった。 

⑯    H27.5～10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （調査委員会委員の人選について）明文化されたル

ールはなかった。当初想定していたのは学校評議員で

あったが、学校教育室から専門性のある人も入れるよ

う指導があり、心理職の人と警察関係の人にも入って

もらった。〔Ｂ高校Ｓ〕 

 

 

 

  

・ 平成 27 年５月、Ｂ高校男子バレーボール部員から学校に対し、先

輩部員による暴言が原因で不登校となったとの訴えがあった。 

 

・ Ｂ高校では、いじめ重大事態として調査を行うために、学校評議

員や心理関係の専門家などを構成員とする「いじめ問題調査委員

会」を設置した。 

 

 

 

 

 



63 

 

 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当時、バレー部員同士のトラブルにより、部員が不

登校になった件があったことから、そういう観点でバ

レー部を注意して見るようにしていたが、顧問教諭関

係で気になることはなかった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

・ いじめにあった被害生徒の保護者と面談する中で、

「上級生の不適切な発言を顧問教諭が容認、黙認して

いる」「顧問教諭自身も不適切な言葉を使っているの

ではないか」との訴えがあり、項目に入れることとし

た。〔Ｂ高校Ｓ〕 

 

・ 詳細は分からないが、副校長から「顧問のことも聞

きたいと思う」と提案があったので、「いいのではない

か」と了承した気がする。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ いじめ問題調査委員会の見解（結論）に向けては、

事務局（学校）では案を示さず、いじめの認知や顧問

教諭の発言の評価について（委員に）議論してもらっ

たと記憶している。〔Ｂ高校Ｓ〕 

 

・ （いじめ調査報告書で、顧問の言動を「部員を傷つ

けた暴言とは言えない」と結論付けられたことについ

て）問題はあったけれども決定的な暴言とはいえない

というニュアンスだったと思う。ちょっと違和感はあ

ったが、そういう風に（委員の）皆さんが捉えている

のだなと思った。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （いじめ調査に係る調査結果の中の顧問教諭の言動

について）「自分なら嫌だと思うけれども」とあったの

で、「使えない」や「お前のせいで負けた」は具体性が

ないので、それはダメだと顧問教諭に言った。技術で

はなく、人格を否定しているようにとられるので、ダ

メだという話を具体的にした。顧問教諭は「わかりま

した」と言っていた。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

・ いじめにあった被害生徒の保護者から、「顧問教諭が上級生の不適

切な発言を容認していたのではないか」「顧問教諭自身も不適切な

言葉を使っているのではないか」、などの指摘があり、先輩部員から

の暴言の実態に加え、顧問教諭の指導についても調査するよう要望

があった。これを受け当該調査においては、「当時の顧問が、部活動

中に先輩が後輩に対して指導の一環として強い言葉を掛けること

等を認めていたか」「部員が顧問から部活動中に苦痛と感じられる

言葉をかけられたりすることがあったか」との聞き取りも行われ

た。 

 

・ 調査の中では、部員から下記のような証言があった。 

① 合宿で１対１のレシーブ練習中「それでいいのか」と言われ、

その後呼び出されて精神的に追い詰められ泣いていた。少し言い

過ぎかなと思った。何かあれば今もあるが、理不尽に怒る先生で

はない。納得はできるけど厳しい。 

② 試合中、指導を求めてベンチに行ったら「そんなんじゃまだ使

えないぞ」と言われ、使ってもらえるようにもっと頑張ろうと思

った。 

③ 選手を否定するような言葉はあった。自分なら嫌だなと思うけ

れど、スポーツ界ではそれが当たり前なのかなと思った。 

④ 言われるからには理由がある。納得している。 

⑤ 「使えない」とか「お前のプレーで負けた」とか、自分が不調

だったりするときは「なんだ」と思ったこともあるが、今となっ

ては一生懸命言ってくれてありがたかった。小学校や中学校の時

のほうがひどかった。 

 

・ 平成 27 年 10 月 15 日にまとめられた調査報告書では、顧問教諭

の言動に関する委員会の見解として、「部員を奮起させたり、技術的

上達や成長を促したりするように作用していると考えられ、部員を

傷つけた暴言とは言えない。部員と顧問の間に信頼関係があり、そ

の基盤に立って厳しくも熱心な指導が行われ、部員もその指導に応

え、成長している状況が窺える。」「以上から、顧問の指導に大きな

問題があったとは言えない。ただし、本事案が発生したことは事実

であり、今後は一層部員の言動について注意を行き渡らせることが

求められる。」と結論付けられていた。 

 

・ Ｂ高校校長は、顧問教諭に対し、調査報告書で認められた「使え

ない」や「お前のせいで負けた」という発言は、人格を否定してい

るように受けとられるので、やめるよう指導し、顧問教諭は「わか

りました」と答えた。 
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 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

・ 平成 27 年８月にＢ高校から、いじめ問題の調査の

中で判明したこととして、顧問教諭が生徒に対して

「使えない」などの発言をしていたとの情報提供があ

った。いじめ事案という形だったので、学校教育室で

対応するものと受け止めていた。その後、特に教職員

課として対応はしていない。〔教職員課Ｒ〕 

 

 

 

 

・ 顧問教諭の発言については、Ｂ高校から教職員課に対し情報提供

されていたが、教職員課では、いじめ事案であり、学校教育室で対

応すべきものとして、特に対応しなかった。 

 

⑰ H27.9.29～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 訴訟が提起されたことを受け、教職員課に対して、

事実関係をしっかり調査するとともに、その情報につ

いては、Ｂ高校との間ですり合わせて、共有するよう

に度々指示していた。〔県教委Ｔ〕 

 

・ 民事訴訟の提起は、寝耳に水のようなことであり、

刑事告訴が行われていたことも訴状で知った。情報共

有は、県立学校人事担当と学校との間で行われていた

と思うが、具体的な指示はしていない。〔教職員課Ｕ〕 

 

・ 顧問教諭も被告となっており、本人からＢ高校校長

に報告がいったと思う。県立学校人事担当とＢ高校校

長との間で、情報共有はされていた。〔教職員課Ｒ〕 

 

・ 民事訴訟が提起された事実は、10 月９日、教職員課

の担当者からの電話連絡で知った。口頭弁論には、顧

問教諭と教職員課で対応するとのことであったが、具

体的な訴えの内容については知らなかった。〔Ｂ高校

Ｑ〕 

 

・ 訴訟が提起された後、顧問教諭が部顧問を継続して

いることについて「まずいのでは」との声もあったが、

顧問を外すか否かは校長判断との話に至った。〔県教

委Ｖ〕 

 

 

 

 

 

 

 

・ 唐突に訴状が到達し、極めて限られた期間で、対応

方針にかかる県としての意思決定を迫られていた。

（応訴するかどうかの判断にあたり）色んなところに

散らばっている卒業生に対して（聴取するのは）時間

的に厳しかったというのがあった。〔教職員課Ｕ〕 

 

 

 

 

 

・ 当時の考えとして、淡々と訴訟対応をするしかない

と思っており、訴訟に係る詳細な情報まで逐一校長に

提供する必要があるのかと思っていた。具体的に課内

で検討した記憶もない。〔教職員課Ｒ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当時、提訴に対して、教育委員会としては全面的に

争うとしていたところであり、訴訟提起されたことの

みをもって（顧問教諭に）問題ありとすることは（県

教委の訴訟対応と）矛盾することになったのではない

かと思う。 

積極的に、顧問を続けさせることが適当という話を

学校に伝えたわけではないと思うが、学校現場を管理

  

・ 平成 27年９月 29 日、被害生徒らが岩手県及び顧問教諭を被告と

して、民事訴訟を提起した。10 月９日、県教委に訴状が到達した。 

 

・ 県教委ではこれを受け、顧問教諭本人及びＡ高校の当時の校長や

副校長等の学校関係者に対し、事実関係の聴取を行った。その結果、

いずれも訴状にあるような暴力行為等を否定したことから、応訴し

て請求の棄却を求めていく方針を決定した。 

 

・ 民事訴訟の提起に際し、（当時の）教育長は教職員課に対し、改め

て事実関係をしっかり調査するとともに、その情報については、Ｂ

高校との間で共有するように指示した。 

 

 

・ 10 月９日、教職員課県立学校人事担当の担当者がＢ高校校長に対

し、民事訴訟が提起された事実を伝えたが、その際、具体的な訴え

の詳細までは、共有されず、また訴訟関係資料の提供等も行われな

かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 県教委内では、訴訟の提起を受けて顧問教諭の顧問継続について

問題視する意見もあったが、最終的に顧問を外すか否かは学校現場

を管理する校長の判断とされ、特に学校に対する指示等は行われな

かった。 
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・ 一審開始を踏まえ、それまでと同様に、生徒を叱る

ことはいいけど、しつこくだとか、対象を絞るとか、

連続するのは駄目だと指導した。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 訴訟提起を受けて、殊更何か顧問教諭に指導するよ

うにとの指示はしなかった。〔教職員課Ｒ〕 

 

し、顧問教諭に日常から接していた校長が可否を判断

することが適当と考えた結果ではないかと思う。〔教

職員課Ｕ〕 

 

・ （民事訴訟の提起によって）それ以前と特に変わっ

たことはないと考えていた。刑事は不起訴という事実

はあるので、今までやらせてきたことをさせないとい

うのもおかしいと思ったので、そのまま続けさせた。

（顧問継続について）校長の判断であると考えていた

ので、自分が継続と決めた。県教委に相談しようとは

考えなかった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 当時、Ｂ高校においては、国体に向けて、ハンドボ

ール、ボート、バドミントンなど有力競技を中心に、

学校全体で生徒を叱咤激励しながら強化に取り組ん

でいた。〔Ｂ高校ｂ〕 

 

・ （民事訴訟が）前任校での事案であったことや、顧

問教諭は国体に向けた強化の観点からＢ高校に異動

したが、男子バレーボール部は顧問教諭が一人で指導

している時期であったことなどから、顧問を外すとい

う考えは全くなかった。〔教職員課Ｒ〕 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校校長は、①訴訟は提起されたものの、今までやらせてきた

ことをさせないというのもおかしいと考えたこと、②当時、Ｂ高校

では、国体に向けて、学校全体で生徒を叱咤激励しながら強化に取

り組んでいる状況にあり、そうした中、男子バレーボール部は顧問

教諭が一人で指導にあたっていたこと、を踏まえ、顧問教諭の部顧

問の継続を判断した。この際、校長は、特に県教委への相談は行わ

なかった。なお、校長は、一審開始を踏まえて、顧問教諭に対し、

生徒への対応に気を付けるよう指導した。 

 

 

 平成 28 年度 

⑱ H28.8.24～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 顧問教諭が体罰を認めた後の証人

尋問の内容について、県教委にどのよ

うに報告されたのか。また県教委の中

でどのように扱われたのか。教育長は

知っていたのか。〔被害生徒御家族〕 

 

 

 

・ 平成 28 年５月、原告から新たな証拠が提出されたことを受け、教

職員課ではＡ高校のバレーボール部元部員３名から聴取を行った。

元部員らは、「（顧問教諭が）頬を平手で叩く行為自体はあった」と

証言し、顧問教諭もこれを認めた。なお、元部員のうち２名は、平

成 24 年の学校による聞き取り調査について「覚えていない」「記憶

にない」と証言した。 

 

・ 県教委はこれを受け、裁判の中で、「顧問教諭はバレーボール部の

活動中、部員の頭や顔を片方の平手で叩くという行為を行ったこ

と」「行為の強度は、傷害を負わせたり、強い痛みを感じさせたりす

るものではなかったこと」「頻度は、日常的に行われていたものでは

なかったこと」など、それまでの主張を一部訂正した。 
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・ 元部員への聴取の結果明らかになった顧問教諭の言

動について、（学校への）情報共有の指示はしていな

い。係争中であり、元同級生の発言も裁判の資料にな

る。判決が出ていない中で、まだどのようになるか分

からないからと考えたのかもしれない。裁判の行方を

見守ろう、情報共有は裁判の結果がはっきりしてから

という考えであった。〔教職員課Ｗ〕 

 

 

 

・ 主張を修正するにあたり、部顧問の継続について、

自分としては顧問を外すべきと言ったが、教職員課が

反対した。顧問継続は校長が判断したことであるの

で、県教委から外せとは言えないこと、それまで顧問

を継続させていた責任を問われかねないことが主な

理由であった。また、教職員課からは、悪いことをし

たから排除していくとコストがかかる、つまり顧問を

できる人が少なくなること、厳罰化により部活動が衰

退するとの話が挙がった。継続させるのであれば、顧

問教諭に対する人事管理をしっかりするよう教職員

課に指示した。〔県教委Ｘ〕 

 

・ 平成 28 年度、一部体罰を認めたが、全面的に争う姿

勢を見せている中で、裁判を起こされているというこ

とをもって、「この教員は問題あり」という話もおかし

いと判断した。〔教職員課Ｕ〕 

 

・ 事実がはっきりしていないので、その中で、指導だ

とか、研修だとか、そういう話にはならなかった。判

決が出てから検討するものとの認識であった。〔教職

員課Ｗ〕 

 

 

 

 

・ 体罰の事実は新聞で知った。教職員課から情報提供

は特になく、こちらから教職員課に内容を聞いても教

えてもらえないだろうと思い、情報共有を求めるアク

ションは起こさなかった。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

 

 

 

 

・ 当該教諭が体罰行為を認めた際には、弁護士事務所

で聴き取りをしており、この聴き取りについては校長

も承知していたと思う。それを踏まえると、内容につ

いては学校側にもそれなりに伝わっていたはずだと

いう認識があり、結果として、訴訟の詳細についてま

では伝えていなかったということではないかと思う。

〔教職員課Ｕ〕 

 

 

 

・ （顧問継続について）自分が「外すべきではない」

という話をした記憶はない。ただ、当時Ｂ高校では、

顧問教諭に関して苦情などが寄せられているような

状況ではなかった。そもそも、校内人事は校長の権限

なので、それを県教委が上から決めるというスタンス

は、学校現場の感覚からするとあまり考えられないこ

とと思っていた。〔教職員課Ｗ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 顧問教諭が（県教委へ）行って、話を聴かれたり、

弁護士のところにも行っているという話を聞いたが、

そこでどのような話をしていたのか中身はわからな

い。（顧問教諭は）国体の件も結構プレッシャーになっ

ていて、（県教委で聴かれたのと同じ話を学校でも）聴

くのは、本人のためにはならないだろうと思った。〔Ｂ

高校Ｑ〕 

 

・ （Ｂ高校の）管理職の間では、顧問教諭は、Ａ高校

での事案を踏まえて自ら指導を改めようとして取り

組んでいる、という認識を持っていた。〔Ｂ高校Ｙ〕 

 

 

 

 

 

 

・ 顧問教諭が体罰行為を認めたことについて、教職員課は、学校側

にも伝わっているはずであり、裁判の行方を見守るべきとして、Ｂ

高校へ詳細な情報提供をしなかった。 

 

・ 県教委内では、顧問教諭をバレーボール部顧問から外すべきとの

意見もあった。これに対し、それまで顧問教諭に顧問を継続させて

いた責任を問われかねないとの意見もあり、最終的に、顧問継続は

校長の判断事項であることを主な理由に、Ｂ高校に対する指示等は

行われなかった。 

 

・ 県教委内では、顧問を継続させるのであれば顧問教諭への人事管

理をしっかりすべきとの意見もあったが、教職員課では、判決が出

てから検討すべきものとして、指導や研修といった具体的な指示を

学校に行うことはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 訴訟の中で、顧問教諭は、平手打ち以外にも「ペットボトルを地

面や壁に投げつけたり、ボールや籠を蹴ったりした」「両手で部員の

頬をパチンと叩いたり」などと証言し、被害生徒に対しても「何度

か拳で机を叩いた、鍵を壁に投げつけた」「「ふざけるな」「なめるん

じゃねえぞ」」などと言った」と証言した。また、部員たちに対して

「お前は駄馬だ」「駄馬がサラブレッドに勝てるわけねえんだ」「お

前のせいで負けたんだ」との発言をしたことも認めた。一方、県教

委は、判決前であることから、顧問教諭への指導や研修など、人事

管理に関する具体的な対応をしなかった。 
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の御認識 事実関係 

 

・ （記事が）新聞に載っていたので、顧問教諭に「ど

うなの」と確認し、「気を付けなさいよ」と声を掛けた。

〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ 訴訟が提起されているので、顧問教諭について注意

して見てほしいとの指示を校長から受けており、定期

的に巡回するようにしていた。部活動指導では、厳し

い指導はしており、大きな声を出してはいるが、問題

になるような言動はなかった。〔Ｂ高校Ｙ〕 

 

・ 平成 28 年度は、本事案以外にも体罰事案が複数発

生した。８月 29 日に臨時校長会議を開催し、体罰は絶

対ダメだと徹底した。事後研修やコンプライアンス宣

言、体罰チェックシートなどを盛り込んだ通知を発出

した。〔県教委Ｔ〕 

 

 

・ （顧問継続について）訴訟の状況がわかっていれば、

違った判断になっていたかもしれないが、情報がなか

ったし、私も求めなかったので、継続ということにな

った。顧問の継続に影響するような情報があれば、県

教委から来るのだろうと思っていた。〔Ｂ高校Ｑ〕 

 

・ Ｂ高校校長は、新聞報道により体罰の事実を把握したが、教職員

課に内容を聞いたり、顧問教諭本人から事情を聴くなど、自ら、よ

り詳しい情報を得ようというアクションを起こすことはなかった。 

 

・ Ｂ高校校長は、顧問の継続に影響するような情報があれば県教委

から来るだろうと考えていたが、それもなかったため、顧問教諭に

対し口頭で指導したうえで、部活動顧問は継続させた。 

 

 

 

・ 当時、県内で複数の体罰事案が発生した状況に鑑み、県教委では、

体罰防止に向け、臨時校長会議を開催したほか、体罰防止の通知を

発出するなどの取組を行った。 

 

 

 

 平成 29 年度 

⑲ H29.11.10～ 

 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校校長との間で、判決内容について情報共有は

したが、判決文は渡していない。口頭により、争点と

なっていた、PTSD との因果関係が否定されたことや、

違法とされた部分があることなどを話した。〔教職員

課Ｚ〕 

 

・ 判決前においても、教職員課から情報は得ていた。

判決内容についても聞いていた。教職員課に対し、「判

決文を取り寄せて読んでおいた方がよいか」と相談し

たが「他校の事案なので、それには及ばない、必要な

事項は県教委から知らせる」との回答があった。〔Ｂ高

校ａ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校校長に対し、（判決文を読まなくても良いと）

話した記憶はない。ただ、絶対になかったとも言い切

れない。少なくとも判決文の写しを校長に渡すことは

していない。〔教職員課Ｚ〕 

 

 

・ （一審の判決文を）読んでおくべきかという校長か

らの問いに対して、（教職員課の職員が）読む必要がな

いと答えていたことは承知しておらず、どのような文

脈の中で交わされたやりとりであったのかはわから

ないが、少なくとも適当とは言えない対応だったと思

う。〔県教委ｃ〕 

 

  

・ 平成 29 年 11 月 10 日、一審判決において、顧問教諭による「被害

生徒を体育教官室に１人だけ呼び出し、少なくとも１時間にわた

り、激しく叱責し、鍵を壁に投げつけ、机を強打する等」の行為は

違法行為に該当するとされた。 

 

・ 判決を受け、教職員課は、Ｂ高校校長に対し口頭で、争点となっ

ていたことの概要（顧問教諭の部活動指導の一部が違法とされたこ

と、PTSD との因果関係は否定されたことなど）を情報提供した。 

 

 

 

・ Ｂ高校校長は、より詳細な情報を得るため、判決文を読む必要が

あるか、教職員課に相談したが、教職員課からは判決文の写しを提

供するなどの対応はなされず、判決の具体的な内容の共有には至ら

なかった。 
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 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

・ （判決を受けての顧問継続の可否について）学校の

中のことは、県教委が全く関与しないわけではない

が、普段の状況等を踏まえて校長が決定することとの

認識であり、自分としては議論した記憶はない。〔教職

員課ｂ〕 

 

・ Ｂ高校校長から、「（春高バレー）全国大会に行くけ

ど、部活動顧問を継続してよいか」と相談され「ダメ

とは言えない」と回答した。〔教職員課Ｚ〕 

 

・ 部活動指導について、教職員課に「顧問を休んだ方

がよいだろうか」との確認をしたが、「それには及ばな

いのではないか。今までのように、状況を注視しなが

ら、継続させてよいのではないか」との回答であった。

〔Ｂ高校ａ〕 

 

・ Ａ高校訴訟のことは前任校長からも引継ぎを受けて

いたので、顧問教諭には面談で「気を付けるように」

との指導をしていた。判決後も、「二度とこのようなこ

とはないように、気を引き締めるように」との指導を

行った。〔Ｂ高校ａ〕 

 

 

 

 

 

 

 

・ 一審判決においては、相手方の主な主張であった

PTSD との因果関係は否定されており、また、体罰につ

いても、訴訟の過程で県教委自身が認めていることで

あるため、判決によって新たな何かが明らかになった

ものではなかった。〔県教委ｃ〕 

 

・ 県の主張が概ね認められたという認識であり、その

ような点が情報共有を積極的にしようとしなかった

一因かもしれない。〔県教委ｄ〕 

 

・ 一般的に、問題がある場合には部活動顧問を外すと

いう判断をすると思うが、現実問題、顧問教諭以外に

指導する方が他にいなかった。〔Ｂ高校ｅ〕 

 

 

 

・ （顧問継続について）「ダメとは言えない」という話

はした。協議資料を作って（県教委内で）協議したこ

とはなかった。ただ、春高バレーで優勝した頃なので、

話題になることはあったと思うが、確かな記憶はな

い。〔教職員課Ｚ〕 

 

・ 顧問教諭のＢ高校での指導については、生徒、保護

者、校長からも悪い話は聞こえてこなかった。そして

春高バレーも優勝している。結果を出すにはそれなり

の力量、指導力があったと捉えるのが普通だと思う

し、勝ったことの評価はあったと思う。〔教職員課Ｚ〕 

 

・ 一審判決後には、教職員課に相談し、「今まで通り校

長から指導し、状況を注視しながら顧問を継続させて

よいのではないか」と言われたので、副校長とも相談

し、顧問を継続させることとし、本人にも指導したう

えで、これまで以上に注意深く見守ることを確認して

いる。〔Ｂ高校ａ〕 

 

・ 判決を受けて校長から特に指示を受けた記憶はな

く、それまでと同様、もう一人の副校長と自分で、放

課後は必ずどちらかは巡回して確認するようにして

いた。〔Ｂ高校Ｙ〕 

 

・ （顧問教諭には、）賠償命令があったということは、

指導の不適切さという部分が認められたことになる

ので、それを踏まえて今後の指導をしていきなさいと

いう話はした。判決が出た直後だと思う。〔Ｂ高校ｅ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校校長が、教職員課に対し、部活動顧問の継続可否について

相談したところ、「ダメとは言えない」「今までのように校長から指

導をし、状況を注視しながら顧問を継続させても良いのではない

か」との回答があった。これを受け、校長は、教職員課も了承した

と捉え、顧問教諭に対し「二度とこのようなことはないように、気

を引き締めるように」などと指導したうえで、顧問については継続

することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当時、県教委内では、判決は一部敗訴であるが、相手方の主な主

張である PTSD との因果関係については否定されており、また、体罰

についても、訴訟の過程で県教委が認めていることであるため、判

決によって新たな何かが明らかになったものではなく、県の主張が

概ね認められたと認識されていた。 

 

 

 

 

 

・ 一審判決前、Ｂ高校バレー部は春高バレーで優勝していた。 

顧問教諭は、部活動指導者として結果を残していると評価されて

いたことや、他に代わる指導者もいなかったことなどから、Ｂ高校

において、顧問教諭を部活動顧問から外すことについては、ほとん

ど検討されなかった。  
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 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

・ 控訴されているので、県教委が顧問教諭を顧問から

外すなど何らかの対応をすると、裁判に影響を及ぼす

のではないかとの考えも働いたかもしれない。裁判と

いう存在が大きかったと思う。裁判が起こると守りに

入ってしまうので、それが様々な判断に影響を及ぼし

たように思う。〔県教委ｄ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当時、バレー部は他の部と比べても落ち着いている

という印象であった。Ｂ高校では、年２回「学校生活

の実態調査」として、いじめの有無等に加えて、顧問

の指導状況等についても項目に含めて調査していた。

それを副校長が全てチェックしていたが、バレー部に

ついては、顧問に対する不満等の記述がなかったの

で、指導を改めてしっかりやっているものと認識して

いた。〔Ｂ高校Ｙ〕 

 

また、県教委内では、これまで同様、顧問を外すか否かは学校現

場を管理する校長の判断とされ、特段、組織的な検討はなされなか

った。 

 

 

 

・ Ｂ高校は、年２回「学校生活の実態調査」として、部活動顧問の

指導状況等も項目に含めて調査をしていたが、バレー部について

は、顧問教諭に対する不満等の記述はなく、保護者からの苦情的な

訴えもなかったことなどから、顧問教諭について、指導方法を改め

ているものと認識していた。 

 

・ 平成 29 年 11 月 24 日、被害生徒らが控訴状を盛岡地方裁判所に

提出した。平成 30 年１月 17 日、県教委が控訴状を受領した。 

 

⑳ H29.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保健体育課から、「体罰事案が発生した場合、当該教

職員を少なくとも３か月間は担当する部活動の顧問

から外すこと」との通知が発出されていたが、当該通

知は、体罰が行われた当該校における部活動指導を外

す趣旨と捉えていた。顧問教諭の体罰は、前任校で行

われたものであるため、顧問教諭を部活動指導から外

すことはしなかった。組織的に検討したものではな

い。〔Ｂ高校ｅ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 平成 29 年 12 月 11 日、保健体育課と高体連は、連名で「部活動に

おける体罰根絶に向けた取組の徹底について」との通知を発出し

た。 

通知には、「依然として、体罰が禁じられている趣旨が全ての教職

員には真に理解されていない。体罰行為は、部活動の指導中に発生

するケースが目立つが、体罰のみならず、生徒に対する暴言等を含

め、これらの行為を厳しい指導として正当化することは、厳に戒め

なければならない。教職員一人一人に対して継続的に指導していた

だくようお願いします。万一、体罰事案が発生した場合には、懲戒

処分を含め、厳正に対処するとともに、当該教職員の顧問の業務等

についても、下記により対応するものであることを申し添える。」と

して、具体的に 

① 体罰事案が発生した場合、当該教職員を少なくとも３ヶ月間は

担当する部活動の顧問から外す。 

② 優秀指導者の認定を取り消す。 

③ １年間、高体連主催大会への出場を禁止する。 

④ １年間、高体連の役職に充てない。 

との方針が示されていた。 

 

・ Ｂ高校では、前記通知の「体罰事案が発生した場合」という部分

を、「当該校において」と解釈し、前任校における体罰は対象になっ

ていないと捉え、顧問教諭を部活動顧問から外すことについて検討

しなかった。 

 

・ Ｂ高校では、平成 30 年度の部活動体制について、顧問教諭に男子

バレー部の顧問を継続させたうえで、男女両方を担当する副顧問を

1 人追加配置した。 
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 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

  

・ 平成 29 年度中に次年度の体制を検討する中でバレ

ー部の顧問体制を見直した。それまでは、男子が顧問

教諭、女子が別の教諭と、男女で１人ずつであったが、

男女両方を見る３人目として副顧問をつけることに

した。〔Ｂ高校ａ〕 

 

 平成 30 年度 

㉑ 

H30.4.1～ 

 

・ 教職員課とは何かあった都度、本件について話をし

ていた。〔Ｂ高校ａ〕 

 

・ 着任時、既に顧問教諭はバレー部顧問をしていたこ

と、特段、部活動指導に問題が見られなかったことか

ら、顧問を外すという進言をすることはなかった。〔Ｂ

高校ｆ〕 

 

・ 保健体育課通知（体罰発生時３月は部活動指導を禁

止）について、あまり認識がなく、顧問教諭が部活動

指導を継続することは当たり前のこととして見てい

た。〔Ｂ高校ｇ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （男子バレー部の）副顧問には、顧問教諭の指導に

ついて、何か違和感ややり過ぎではないかと感じるこ

とがあれば話をするようにと言っていたが、何も報告

はなかった。〔Ｂ高校ａ〕 

 

・ 顧問教諭のＢ高校での指導については、生徒、保護

者、校長からも悪い話は聞こえてこなかった。そして

春高バレーも優勝している。結果を出すにはそれなり

の力量、指導力があったと捉えるのが普通だと思う

し、勝ったことの評価はあったと思う。〔教職員課Ｚ〕 

  

・ Ｂ高校では、平成 30 年度においても、顧問教諭は男子バレーボー

ル部顧問を継続することとなり、部活動の顧問から外す検討は行わ

れなかった。 

  新たに着任した副校長らも、すでに顧問教諭が男子バレーボール

部顧問として活動していたことから、顧問の継続可否については議

論済みであると理解し、問題提起をしなかった。 

 

 

 

 

 

・ Ｂ高校においては、平成 30 年度当初からインターハイ県予選で

の優勝に向けて、部活動に力を入れており、顧問教諭は春高バレー

でＢ高校を優勝に導いた力のある指導者であると捉えられていた

ことなどから、顧問教諭の指導を問題視する声は上がっていなかっ

た。 

 

 

H30.6～ 

 

 

 

・ 控訴審の証拠調べの中で、被害者の後

輩部員が陳述書を出しており、顧問教

諭が日常的に暴力をふるっていて、し

かもそれが常習性であったということ

が書かれている。それが、何にも教職員

課の動きに反映しないし、高校の動き

にも反映しなかったということは調査

していただきたい。この１カ月後に自

死が起こるという経過になっているの

で、最後のチャンスだったと思う。〔遺

族代理人弁護士〕 

 

・ 平成 30 年６月１日、控訴審において、前任校の被害生徒らが、被

害生徒の後輩部員が作成した陳述書を仙台高裁に提出した。当該陳

述書には顧問教諭による体罰ついて記載されていた。６月４日、教

職員課が陳述書を受理。 

 

・ 陳述書を受理して以降、教職員課では、顧問教諭に聴取を行うな

どの訴訟上の対応を行った。 

  聴取においては、顧問教諭は「陳述書に書かれていること全てに

ついて記憶しているわけではない」と述べるなど、明確な回答をし

なかった。 
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 時期 関係者ヒアリング結果（R3） 関係者再ヒアリング結果（R4） 御遺族・被害生徒御家族 
の御認識 事実関係 

 

・ 陳述書の内容について、教職員課からＢ高校長に情報提供を行う

ことはなかった。 

 

㉒ H30.7.3 

 

 

  

・ 平成 30 年７月３日、Ｂ高校で、重大事案が発生した。 
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○ 学校及び県教育委員会の対応として不適切だった点等の整理  

 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 １（Ｈ21.11～Ｈ22.3）被害生徒側から、顧問教諭に係る体罰や不適切な指導に関する訴えがあった際の初動対応【Ａ高校・学校教育室・教職員課】 

① H21.11.26 

・ 平成 21 年 11 月 26 日、被害生徒の保護者か

ら、被害生徒の担任教諭に対し相談。 

・ 担任から副校長や校長へ相談内容を報告。 

・ 副校長は、学校教育室に電話により報告。 

・ 学校教育室は、教職員課へ電話口頭受付票

の写しを提供。 

①【Ａ高校】訴えを受け、顧問教諭から事情聴取を行ったＡ高校は、「長時間にわたる強い

口調での指導」があったことを確認したが、その具体的な発言内容や時間などを十分に確

認せず、被害生徒が「自尊心を傷つけ」られ、「辛い気持ちを抱え」たことに、顧問教諭

の言動がどのような影響を及ぼしたか、踏み込んで把握しようとしなかった。 

 

 

 

 

 

②【Ａ高校】一般に、事実関係の調査に当たっては、当事者である教員だけでなく、児童生

徒など他の関係者からも広く確認を行い、状況の正確な把握に努めることが必要である

が、Ａ高校が行ったのは顧問教諭からの聴取にとどまり、被害生徒本人からの聴取を行わ

ず、また、他の部員への確認も行わないなど、事実関係の正確な把握に向けた取組が不足

していた。さらに、顧問教諭への聴取した記録を正確に作成せず、訴えを行った保護者に

対して、正確な状況の説明を行うなどの対応も不足していた。 

 

 

③【Ａ高校】被害生徒の保護者からの訴えには、当初から、顧問教諭による体罰や不適切な

指導が疑われるとの内容が含まれており、Ａ高校は、教職員の服務を所管する教職員課に

速やかに報告すべきであったが、学校教育室への報告にとどまり、教職員課への直接の報

告を行わず、その後も対応について、相談することもなかった。 

 

④【学校教育室】Ａ高校からの情報提供の窓口となっていた学校教育室では、当初から、そ

の内容に教員による不適切な指導の疑いが含まれることを認識しており、Ａ高校に対し、

教職員課への直接の報告を促すなどの対応をとるべきであったが、そうした対応は行わ

ず、教職員課へ電話口頭受付票の写しを提供するにとどまった。 

 

⑤【教職員課】教職員の服務を所管する教職員課は、学校教育室からの情報提供により、顧

問教諭による「長時間にわたる叱責」が疑われるとの情報を得ながら、Ａ高校から直接報

告があった事案ではないとして、積極的な実態把握やＡ高校への指導・助言を行わなかっ

た。 

 

❶－１ Ａ高校では、顧問教諭が認めたのが「長時間にわたる強い口調での指導」であり、

直接的な暴力ではなかったことから、大きな問題ではないと評価した。こうした認識が、

具体的な発言内容や時間、生徒に与えた影響などを考慮した上で、不適切指導に該当する

か否か判断するという、あるべき対応の不足につながった。 

❶－２ 当時のＡ高校では、「体罰」とは、殴る蹴るなどの直接的な暴力のことであり、「長

時間に及ぶ叱責」は体罰には該当せず、部活動においては、そのような指導もある程度容

認されるとの認識があった。そのため、本事案においても、直接的な暴力の有無にとらわ

れ、実態を把握しようとする姿勢に欠けた。 

 

❷－１ Ａ高校では、事実確認を行うことで、被害生徒が再び登校できなくなることを懸念

し、また、被害生徒本人への確認が実施できないなかで他の生徒へ確認を行うのは、被害

生徒のためにならないと判断したことにより、保護者の意向に沿った事実確認の取組が

行われなかった。 

❷－２ Ａ高校では、被害生徒の卒業に向けた対応が順調に進めば、いずれ被害生徒側から

の訴えは収束していくのではないかとの認識があり、本来行われるべき事実関係の把握

に向けた取組と保護者への対応が十分に行われなかった。 

 

❸ Ａ高校では、本事案について、生徒が不登校になっている問題として学校教育室に報告

し、解決に向けた助言を求めていたが、その原因とされた顧問教諭の指導に対する訴えに

ついては、顧問が体罰を否定し、長時間に及ぶ叱責も大きな問題ではないと評価していた

こと、当然に県教委内で（学校教育室から教職員課に）共有されると考えていたことから、

直接教職員課に対する報告や相談をしなかった。 

❹ 学校教育室では、生徒の不登校については自らの所管であるが、教員の言動に関して

は、Ａ高校が調査のうえ教職員課に報告すべきであり、また、被害生徒の卒業後の対応は

教職員課において行われるべきものと認識していた。こうした認識が、Ａ高校に対する助

言が十分とはいえないものにとどまったことにつながった。 

 

❺－１ 教職員課では、当初より、本事案がＡ高校から学校教育室へ相談された案件である

ため、自ら積極的に実態を把握しようとする意識が不足しており、また、教職員の言動に

問題があったのであれば、Ａ高校から直接報告や相談があるものと考えていたため、Ａ高

校に状況の報告を求め、助言等を行うなどの対応を行わなかった。 

❺－２ また、当時の教職員課内では、体罰について、殴る蹴るなどの直接的な暴力のこと

であり、「長時間に及ぶ叱責」は体罰に該当せず、部活動においては、そのような指導も

ある程度容認されるとの認識があったことから、教職員課が積極的に対応するべき問題

ではなく、学校教育室の対応事案であるとして静観するにとどまった。 

② 
③ 

H21.11.30 
～H21.12.6 

・ 平成 21 年 11 月 30 日、副校長が顧問教諭か

ら事情聴取。顧問教諭は暴力を否定。 

・ 平成 21 年 12 月１日、被害生徒の保護者が、

校長宛ての手紙を持参してＡ高校を訪問。 

・ 副校長は、学校教育室に電話により報告し、

報告を受けた学校教育室は、教職員課へ電話口

頭受付票の写しを提供。 

④ H21.12.7 

・ 平成 21年 12 月７日、被害生徒の保護者がＡ

高校を訪問。校長は、顧問教諭への聴取結果を

踏まえ、暴力はなかった旨報告するとともに、

長時間生徒を立たせたまま叱責したことにつ

いて謝罪。 

・ 平成 21 年 12 月 11 日、副校長は学校教育室

に電話により報告。学校教育室は、教職員課に

電話口頭受付票の写しを提供。 

⑤ H21.12.21 

・ 平成 21年 12 月 21 日、被害生徒の保護者が、

校長ら同席のもと、顧問教諭と直接面談。顧問

教諭は、びんた等の行為を否定し、また、被害

生徒への叱責の具体的な内容等については思

い出せないと回答。 

・ 被害生徒の保護者は、校長に対し、自ら被害

生徒に聞くなどして、顧問教諭の指導の実態と

暴力の有無を調査するよう要請。 

・ 副校長は学校教育室に電話により報告。 

・ 学校教育室は、教職員課に電話口頭受付票の

写しを提供。 

⑥ H22.1.7～ 

・ 平成 22 年１月７日以降、被害生徒は登校を

再開。 

・ Ａ高校では、この後、被害生徒の卒業を最優

先として、被害生徒等への聴取を実施せず。 
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 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 ２（Ｈ22.4～Ｈ24.10）被害生徒の卒業後における事実確認に向けた調査等についての対応【Ａ高校・教職員課】 

⑦ H22.4.1～ 

・ 平成 22年５月 13 日、被害生徒の保護者がＡ

高校を訪問し、顧問教諭への指導状況等につい

て質問。 

・ 副校長は、学校教育室に報告。 

⑥【Ａ高校】平成 24 年３～４月に行われた調査の方法について、事実関係の正確な把握と

いう観点からは、聞き手を同一人に限定することや、複数の者が関わる場合であっても、

体罰・不適切指導に関する認識や聴取方法を統一することなどの慎重な配慮が必要であ

ったが、Ａ高校において実際に対応した者の間で徹底されていなかった。 

また、聴取を受けた元部員らにおいて、体罰・不適切指導に係る正しい理解があったと

は言えず、正確な事実確認に向けた元部員らへの調査趣旨の説明が不足していた。 

さらに、当時、元部員らとの間で具体的にどのようなやり取りがあって「体罰はなかっ

た」との証言が得られたのかについての記録も不十分であった。 

 

⑦【Ａ高校】聴取の結果、被害生徒から「ビンタや髪を引っ張られる等のことがあった」と

いう証言があっただけでなく、他の元部員からも「厳しい指導（活を入れられること）は

あった」ことを確認しながら、その具体的な内容の確認は十分とはいえず、顧問教諭によ

る指導が適切なものだったか否か客観的に判断しようとする姿勢に欠けた。 

 

 

 

 

 

 

⑧【教職員課】Ａ高校校長から、元部員に対する聞取り結果の報告を受けながら、「教職員

課に関わるような問題にはならない」との主張を受け入れ、より詳細な報告を求めたり、

その後の対応に関する指導・助言を行わなかった。 

 

❻ 被害生徒が卒業してから２年近くが経過するなか、Ａ高校では、改めて、平成 20 年当

時の詳細な事実関係を確認することよりも、訴えを続けてきた保護者に対して、どのよう

に回答し、円滑に事態を収めるかという意識が強かった。こうした認識が、聴取対象者を

できるだけ絞り込むことや、教職員課等に具体的な相談をせずに調査方法を学校のみで

決定したこと、さらには聴取記録の未整理といった事態につながった。 

 

 

 

 

❼－１ Ａ高校では、被害生徒以外の元部員の証言内容が「体罰はなかった」というもので

あり、そのうちの１名から得られた「厳しい指導」との証言についても、直接的な暴力で

はなかったことから、大きな問題ではないと評価した。また、その背景として、「部活動

においては叱責などの指導もある程度容認される」といった認識があった。管理職も含め

た教職員のこうした評価・認識が、調査結果を踏まえた適切な対応の不足につながった。 

❼－２ Ａ高校では、体罰に該当する行為を行ったかという点について、顧問教諭がこれを

否定したことをもって、体罰に該当する行為はなかったと結論付けた。このように、事実

調査の仕方について、顧問教諭が事実関係を認めるかどうかに重きを置いたことも本件

の要因となった。 

 

❽－１ 教職員課では、平成 21 年以降、当該事案に対し主体的に関わってこなかったこと

から、Ａ高校校長による元部員への聞取り結果の報告を受け身的に聞くにとどまり、さら

に詳細な報告を求め、あるいはその後の対応について指導・助言を行なわなかった。 

❽－２ Ａ高校において、顧問教諭は、熱心な教員であると周囲に評価されており、教職員

課も、そうした学校における評価を踏まえ、顧問教諭について注意を要する教員であると

認識していなかった。そのため、顧問教諭が体罰を否定しており、学校としての捉え方も

同様であることをそのまま受け入れ、さらに、詳細な調査を要するとは考えなかった。 

⑧ H24.2.1 

・ 平成 24 年２月１日、被害生徒の保護者から

Ａ高校に対し、改めて、顧問教諭による暴力、

暴言等の事実の有無をはっきりさせるべきと

の申し出。 

⑨ H24.3.15 

・ 平成 24年３月 15 日、被害生徒の保護者から

Ａ高校に対し、顧問教諭による部員への暴力が

なかったかどうか、元部員 20 名に調査するよ

う要請。校長は、困難な面もあるが努力する旨

回答。 

⑩ H24.3.28～
H24.4.4 

・ Ａ高校は、平成 24 年３月 28日～４月４日に

かけて、被害生徒及び同級生４名から聴取。 

・ 聴取は、副校長を中心に、当時の担任など複

数の教員で分担して実施。 

・ 被害生徒からは、顧問教諭からの長時間にわ

たる叱責、罵倒、びんた等について証言。 

・ それ以外の４名の元部員は、いずれも体罰は

なかった旨回答。ただし、うち１名からは「厳

しい指導（活を入れられること）はあった。」

との証言。 

⑪ 

H24.4.11 
・ 平成 24 年４月 11日、Ａ高校校長は、教職員

課を訪問し、元部員への聞取り調査の結果を報

告。 

H24.4.18 

・ 平成 24 年４月 18日、Ａ高校は、元部員から

の聞取り結果を踏まえ、顧問教諭による暴行、

暴言等の事実は確認できなかった旨を被害生

徒の保護者に報告。 

・ 被害生徒の保護者は、さらに、調査対象とな

らなかった元部員全員への調査をすべきと主

張したが、Ａ高校校長は、調査義務は果たした

として拒否。 

⑫ H24.10.24 

・ 平成 24 年 10 月 24 日、被害生徒らが顧問教

諭を傷害罪で刑事告訴。 

・ Ａ高校校長は、刑事告訴の提起について、教

職員課及び学校教育室に報告。 



74 

 

 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 ３（Ｈ26.1～Ｈ26.3）顧問教諭のＡ高校からＢ高校への人事異動についての対応【教職員課】 

⑬ H26.1～3 

・ 平成 26 年度定期人事異動に向け、Ａ高校は

顧問教諭を転出させたい旨、Ｂ高校は顧問教諭

の配置を求める旨、それぞれ教職員課に対して

要望。 

・ 教職員課によるＡ高校校長へのヒアリング

の中では、顧問教諭の状況について詳しい説明

は行われず。 

・ 教職員課は、Ａ高校校長から確認した顧問教

諭の勤務状況やＢ高校校長からの強い要望等

を総合的に勘案し、顧問教諭のＢ高校への異動

を決定。 

・ 教職員課からＢ高校校長に対し、顧問教諭が

刑事告訴されていることは情報共有されてい

たが、異動後において特別に人事管理を求める

ような指示は行われず。 

⑨【教職員課】人事異動を含めた人事管理は、対象となる教職員について、正確かつ具体的

な事実に基づき、適切に行われる必要があるが、当時、体罰や不適切な指導に関する疑い

により刑事告訴されるという状況にあった顧問教諭について、教職員課内では、平成 21

年度以降の経緯に関する情報の引継ぎは行われておらず、また、人事異動に関するヒアリ

ングの中で、所属校であるＡ高校校長から教職員課に対し、顧問教諭の現状や指導状況に

関する詳細な説明は行われなかった。 

 

 

⑩【教職員課】過去に体罰行為が疑われた顧問教諭については、異動先であるＢ高校に対し

て、刑事告訴に至る詳しい事情や、具体的な人事管理に関する指示が行われるべきであっ

たが、教職員課からＢ高校に対しては、顧問教諭が刑事告訴されている事実が伝えられる

にとどまった。 

 

❾－１ 本事案はＡ高校から学校教育室に相談されたものであり、直接的な報告や相談が

Ａ高校からなかったことから、教職員課では、顧問教諭について人事管理を要する職員と

して、後任者に情報を引き継いでいくという必要性が認識されていなかった。 

❾－２ 平成 25 年度当時のＡ高校校長は、前任の校長から詳細な引継ぎを受けておらず、

顧問教諭について、過去に「保護者とトラブルがあった」という程度の認識しか持ってい

なかったこと、また、人事異動のヒアリングにあたって、教職員課から特に顧問教諭の過

去の言動等に関する確認がなかったことから、詳しい説明を行わなかった。 

 

❿ 上記のとおり、当時の教職員課においては、顧問教諭に関する詳しい状況を把握してい

なかったことに加え、刑事告訴されてから１年以上が経過し、顧問教諭について特に留意

を要する教員であるとの認識もなかったことから、異動に当たり、Ｂ高校に適切な人事管

理をするよう指示するに至らなかった。 

 

 ４（Ｈ26.4～Ｈ27.4）顧問教諭のＢ高校への異動後における、刑事告訴や不起訴処分についての対応【Ｂ高校】 

⑭ H26.4.1～ 

・ 平成 26 年４月１日、顧問教諭はＡ高校から

Ｂ高校へ異動。 

・ 平成 26 年６月、顧問教諭は少年男子県選抜

チームの監督に就任。あわせて、Ｂ高校男子バ

レーボール部の監督についても、前任者から顧

問教諭に変更。 

⑪【Ｂ高校】平成 26 年４月に赴任した新任のＢ高校校長に対し、前任の校長から顧問教諭

の詳しい状況に関する引継ぎは行われなかった。その後、教職員課から刑事告訴に関する

情報提供があった時点や、不起訴処分となったことを把握した時点において、顧問教諭か

ら詳しい経緯を確認し、部活動指導の実態を詳細に把握することに努めるなどの対応を

講ずることが可能であったが、Ｂ高校校長は、いずれの時点においても、詳しい状況確認

を行わず、口頭で「気を付けるように」との指導を行うにとどまった。 

 

⓫－１ Ｂ高校の前任校長は、顧問教諭によるバレーボール部指導に期待して、教職員課に

対し、顧問教諭の配置を求めた。顧問教諭は刑事告訴されている状況にあったが、同校長

は、Ａ高校での調査によって体罰が確認されなかったのであれば、異動は問題ないとし

た。新たに着任した校長は、顧問教諭に関する引継ぎや詳しい情報提供を受けることもな

かったため、特に問題意識もなく、顧問教諭に部活動指導を委ねた。こうした、平成 26

年度の顧問教諭の人事異動及び校長間の引継ぎ不足が、本事案の一つの大きな要因とな

った。 

 

⓫－２ Ｂ高校校長は、赴任以前に顧問教諭との面識はなく、顧問教諭が特に人事管理を要

する職員であるとの認識がなかった。平成 26 年 10 月以降は、顧問教諭が刑事告訴されて

いる状況にあることや不起訴処分となったとの情報を得ていたが、Ｂ高校において実際

に目にした顧問教諭の業務状況等を良好なものととらえていたことにより、人事管理の

必要性を深く認識せず、結果として一般的な指導にとどまった。 

 

 

 

 

・ 平成 26 年 10 月、Ａ高校から教職員課に対

し、顧問教諭の刑事告訴に関する状況の情報提

供があり、教職員課はＢ高校校長へ情報共有。 

・ Ｂ高校校長は、顧問教諭に対し、今後も引き

続き気を付けるよう口頭で指導。 

⑮ H27.4.1～ 

・ 平成 27 年４月、顧問教諭に対する刑事告訴

については不起訴処分となる。 

・ Ｂ高校校長は、不起訴処分という結果が出た

ことも踏まえ、顧問教諭に部顧問を継続させる

ことを判断。 
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 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 ５（Ｈ27.5～Ｈ27.10）Ｂ高校バレーボール部における「いじめ重大事案」についての対応【Ｂ高校・教職員課】 

⑯ H27.5～10 

・ 平成 27 年５月、Ｂ高校男子バレーボール部

員から学校に対し、先輩部員による暴言が原因

で不登校になったとの訴え。 

・ いじめにあった被害生徒の保護者からの要

望により、調査においては、顧問教諭の言動に

関する項目も追加。 

・ 調査の中では、部員から、顧問教諭による「使

えない」や「お前のプレーで負けた」等の発言

があったとの証言。 

・ 平成 27 年 10 月 15 日にまとめられた「いじ

め問題調査報告書」においては、「顧問の指導

に大きな問題があったとは言えない。ただし、

本事案が発生したことは事実であり、今後は一

層部員の言動について注意を行き渡らせるこ

とが求められる。」と結論付けられた。 

・ Ｂ高校校長は顧問教諭に対し、調査報告書で

認められた発言は、人格を否定しているように

受け止められるのでやめるよう指導。 

・ Ｂ高校からは教職員課に対し、顧問教諭の発

言内容等について情報提供。 

⑫【Ｂ高校】顧問教諭については、過去に、Ａ高校における体罰及び不適切な指導の疑いで

刑事告訴まで至った経緯があり、さらに、本いじめ重大事案に関する調査において、「使

えない」や「お前のプレーで負けた」等の発言が認められたのであるから、たとえ「いじ

め事案」としての調査結果において「大きな問題なし」と結論付けられたとしても、学校

としては、顧問教諭の指導状況の定期的な確認や個別指導の強化など、適切な人事管理に

つなげるべきであった。しかしながら、Ｂ高校では、それ以上に踏み込んだ事実確認等は

行わず、顧問教諭への指導も一般的なものにとどまった。 

 

⑬【教職員課】Ｂ高校から、いじめ事案に関連して、顧問教諭の発言内容に関する情報提供

が行われていたが、学校教育室が主に対応する事案と判断し、教職員の服務上問題がある

事案として、Ｂ高校への詳細な状況確認や助言・指導等を行わなかった。 

 

⓬－１ Ｂ高校では、当該事案について、あくまでも部員間のいじめ問題と認識し、その後

も、当事者である部員間の関係をどのようにして収束させていくかという対応に終始し

ており、顧問教諭の不適切な発言等の言動については、大きな問題と考えず、顧問教諭に

対する人事管理の強化につながらなかった。 

⓬－２ Ｂ高校では、最終的にいじめ調査委員会の見解として、顧問教諭の言動は「部員を

傷つけた暴言とは言えず、大きな問題なし」とされたことから、顧問教諭の言動を改めて

調査したり、部活動顧問から外すなどの厳しい措置は不要と考えた。 

 

⓭ 教職員課では、学校から顧問教諭の発言に関する情報は受けていたものの、本事案は生

徒間のいじめに関する問題であり、顧問教諭の言動に大きな問題があったのであれば、あ

らためて、Ｂ高校から直接報告や相談があるものと考え、それがない以上、積極的に教職

員課が関与すべき必要はないと捉えていた。 

 

 ６（Ｈ27.9～Ｈ27.10）被害生徒側からの損害賠償請求（民事訴訟）提起を受けての対応【Ｂ高校・教職員課】 

⑰ H27.9.29～ 

・ 平成 27年９月 29 日、被害生徒らが岩手県及

び顧問教諭を被告として、民事訴訟を提起。 

・ 県教委では、顧問教諭やＡ高校の関係者等か

ら事実関係の聴取を行い、いずれも訴状にある

ような暴力行為を否定したことから、応訴する

方針を決定。 

・ 平成 27年 10 月９日、教職員課がＢ高校校長

に対し、民事訴訟が提起された事実を伝えた

が、訴訟関係資料の提供等は行われず。 

・ 県教委内では顧問教諭の顧問継続を問題視

する意見もあったが、最終的に校長判断とさ

れ、Ｂ高校に対する具体的な指示等は行われ

ず。 

・ Ｂ高校校長は、顧問教諭の部顧問を継続させ

ることとし、引き続き生徒への対応に気を付け

るよう指導。 

⑭【教職員課】人事主管課としては、学校現場において適切な人事管理が行われるよう、教

職員についての正確かつ具体的な情報を提供することが必要であるが、民事訴訟の提起

にあたり、教職員課はＢ高校に対し、訴訟が提起された事実のみを情報共有し、顧問教諭

のどのような言動が訴えられているかなどの訴訟関係資料の提供は行わず、また、顧問継

続の可否についても校長判断として、特に具体的な指示を行わなかった。 

 

 

⑮【Ｂ高校】Ｂ高校においては、教職員課から、民事訴訟の提起に関する詳細な情報提供や、

顧問の継続可否に関する指示がない中、それまで通り顧問を継続させることとし、校長か

ら顧問教諭への指導も一般的なものにとどまった。 

 

⓮－１ 訴訟が開始されれば、実際に訴訟事務を担うのは学校ではなく教職員課であり、ま

た、前任校の事案でもあるため、教職員課では、詳細な訴訟資料をＢ高校との間で共有す

る必要まではないと考えた。 

⓮－２ また、教職員課では、事実関係が確定していない状況の中、訴訟提起されたことの

みをもって顧問教諭に問題ありとすることは適切ではないとの認識を有していたことに

より、顧問継続の可否に関する学校への指導・助言などは行わなかった。 

 

⓯ Ｂ高校では、刑事告訴された後も、顧問教諭は部顧問を継続してきたことから、民事訴

訟を提起されたことを受けても、当該判断を変えるまでのものではないと認識していた

こと、また、１年後に国体を控える中、強化を求められていた男子バレーボール部につい

て、顧問教諭に代わる指導者はいなかったことなどから、顧問を継続させるという判断を

続け、校長による指導も従来どおりのものにとどまった。 
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 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 ７（Ｈ28.5～Ｈ28.8）一審の過程で、顧問教諭が体罰行為を認め、主張の一部訂正を行ったことについての対応【Ｂ高校・教職員課】 

⑱ H28.8.24～ 

・ 平成 28 年５月、教職員課は、原告側からの

新たな証拠提出を受け、元部員３名から聴取を

実施。 

・ 元部員らは、「（顧問教諭が）頬を平手で叩く

行為自体はあった」と証言し、顧問教諭もこれ

を認めた。 

・ 県教委はこれを受け、「顧問教諭はバレーボ

ール部の部活動中、部員の頭や顔を片方の平手

で叩くという行為を行った」など、それまでの

主張を一部訂正。 

・ 顧問教諭が体罰行為を認めたことについて、

教職員課はＢ高校に対し、詳細な情報提供を行

わず。 

・ 県教委内では、顧問教諭を部顧問から外すべ

きとの意見もあったが、校長判断であるとし

て、Ｂ高校に対する指示等は行われず。 

・ Ｂ高校校長は、顧問教諭に対し口頭での指導

を行ったうえで、部活動顧問の継続を判断。 

⑯【教職員課】顧問教諭がそれまで否定していた体罰行為について、一部とはいえ認めると

いう重大な状況変化があったにも関わらず、教職員課はＢ高校に対し、どのような体罰行

為があったかなど詳細な情報提供を行わなかった。また、顧問継続の可否についても、依

然として校長の判断であるとし、特に具体的な指示を行わなかった。県教委内の協議の中

で出された「顧問を外さないのであれば、人事管理をしっかりすべき」との意見について

も、「判決が出てから検討すべきもの」として具体的な対応を取らなかった。 

 

 

 

 

 

⑰【Ｂ高校】Ｂ高校校長は、新聞報道によりＡ高校事案での体罰の事実を把握したものの、

顧問教諭本人に詳細な事情を聞くなどの対応を行わず、また、顧問の継続可否に影響する

ような情報があれば、県教委から連絡があるだろうとの姿勢に終始した。 

⓰－１ 教職員課では、訴訟は依然として継続しており、事実が確定していない状況である

ため、Ｂ高校への詳細な情報提供は判決が確定してからで良いだろうと判断し、また、訴

訟の経過については、県教委と同様に当事者である顧問教諭からＢ高校校長に伝わって

いるであろうと考え、適切な人事管理に欠かせない学校への情報共有が十分に行われな

かった。 

⓰－２ 教職員課では、学校に所属する教職員の校務分掌は校長判断事項であるとの認識

が強く、また、この時点で顧問から外すことは、「これまで顧問を継続させてきたことの

判断の是非を問われかねないこと」や「顧問を外せば部活動が衰退しかねない」との懸念

を有していたことから、顧問継続や人事管理の強化に関するＢ高校への具体的な指示を

行わなかった。 

 

⓱ Ｂ高校校長は、教職員課からの情報提供がない以上、学校から聞いても詳細な人事に関

する情報は教えてもらえないだろうと考え、また、男子バレーボール部について顧問教諭

に代わる指導者はいないことから、顧問を継続させるという判断を続けた。 
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 時期 事実関係（概要） 学校及び県教委の対応として不適切だった点 左記対応につながったと考えられる要因 

 ８（Ｈ29.11～Ｈ30.7）一審判決後における部顧問継続等の判断や体制見直し等についての対応【Ｂ高校・教職員課】 

⑲ H29.11.10～ 

・ 平成 29 年 11 月 10 日、一審判決があり、顧

問教諭による「激しく叱責し、鍵を壁に投げつ

け、机を強打する等の行為」は違法行為に該当

するとされた。 

・ Ｂ高校校長は教職員課に対し、判決文を読む

必要性を相談したが、教職員課から判決文の写

しを提供するなどの対応は行われず。 

・ Ｂ高校校長が教職員課に対し、顧問教諭の部

顧問継続について相談した際、教職員課は「ダ

メとは言えない」と回答。これを受け、Ｂ高校

校長は顧問教諭に対し、「二度とこのようなこ

とはないように」と指導したうえで、部活動顧

問の継続を判断。 

⑱【教職員課】一審判決を受け、その詳細を確認する必要性について相談したＢ高校校長に

対し、教職員課は、判決文の提供などの具体的な情報共有を行わなかった。また、顧問継

続の可否に関する校長からの相談に対して、「ダメとは言えない」と回答するなど、学校

との情報共有と適切な指示のいずれの点においても対応が不足していた。さらに、控訴人

から提出された、被害生徒の後輩部員が作成した陳述書に、顧問教諭の暴力に関する記載

があるにも関わらず、当該情報をＢ高校と情報共有することなく、その後の人事管理に活

かすことをしなかった。 

 

 

 

 

⑲【Ｂ高校】Ｂ高校では、判決内容を詳細に確認することなく、教職員課から了承が得られ

たことを理由として、校長が顧問教諭の顧問継続を判断しており、また、具体的な指導も

行われなかった。 

 

 

⑳【Ｂ高校】Ｂ高校では、保体課・高体連通知の取扱いに関し、訴訟で明らかになった体罰

等は前任校での事案であり、Ｂ高校におけるものではないと解釈して、顧問教諭を顧問か

ら外すなどの対応をとらず、「教職員一人ひとりに対して継続的な指導」を求める当該通

知の趣旨を踏まえた対応という点で不足していた。 

 

 

 

 

 

⓲－１ 教職員課では、一審判決の内容について、原告の主な主張であったＰＴＳＤとの因

果関係は否定されたため、県側の主張は概ね認められたとし、また、被害者側が控訴し、

控訴審として継続することとなったことから、Ｂ高校への詳細な情報提供は判決が確定

してからで良いだろうと判断した。 

⓲－２ また、教職員課では、Ｂ高校が春高バレーで優勝し、顧問教諭が指導者として結果

を残していると評価していたことや、他に代わる指導者もいなかったことなどから、顧問

教諭を部顧問から外すことについて消極的な姿勢であった。 

⓲－３ 教職員課では、陳述書をあくまで訴訟上の資料として取り扱っており、また、陳述

書の内容が事実か確定していない状況であるとの認識のもと、訴訟上の対応のみを進め、

陳述書の内容を踏まえた適切な人事管理をするという意識が希薄であった。 

 

⓳ Ｂ高校校長は、顧問継続について、教職員課から「ダメとは言えない」「今までのよう

に指導をし、状況を注視しながら顧問を継続させても良いのではないか」などの回答があ

ったことで県教委の了解は得られたと判断し、顧問教諭の部活動指導の実態を把握する

ことなく、顧問を継続させることを判断した。 

 

⓴－１ Ｂ高校では、当該通知は、９年前の前任校での事案まで遡って適用されるものでは

ないと解釈し、また、控訴審の手続きが開始され、顧問教諭の体罰行為等が正式には確定

したものではないと認識し、部顧問から外すなどの対応を取らなかった。 

⓴－２ Ｂ高校では、顧問教諭を、礼儀正しく周囲に信頼されている人物と評価し、部活動

での指導を問題視する声もなかったことから、Ａ高校での体罰は既に過去のものであり、

顧問教諭が問題ある指導を行うことはないだろうと考えた。他方で、周囲が、インターハ

イ県予選での優勝などの期待を寄せたことが、顧問教諭にプレッシャーを与え、部活動で

の指導が厳しいものになった可能性も否定できない。 

 

 

 

 

 

⑳ H29.12.11～ 

・ 平成 29 年 12 月 11 日、保健体育課と高体連

は、連名で「部活動における体罰根絶に向けた

取組の徹底について」との通知を発出。 

・ Ｂ高校では、通知における「体罰が発生した

場合」の部分を「当該校において」と解釈し、

顧問教諭を部活動顧問から外す等の対応を行

わず。 

㉑ H30.4.1～ 

・ Ｂ高校では、平成 30年度のバレーボール部

の顧問体制について、顧問教諭の部顧問を継続

したうえで、男女両方を担当する副顧問を１名

追加。 

㉒ H30.7.3 

・ 平成 30 年７月３日、Ｂ高校で重大事案が発

生。 
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○ 再発防止策の検討の方向性 

不適切だった点及び要因 再発防止に向けた基本的な考え方 具体的な再発防止策（想定） 

１ Ａ高校による調査等の対応において不適切だった点 【県教委】 

・ 不適切指導の防止に向けた教職員向けガ

イドラインの作成 

・ 管理職・部活動指導者向けの研修を含む

研修体系の見直し 

・ 児童生徒の声が届く相談機能の設置（相

談ダイヤルや一人一台端末による相談） 

・ 事案発生時の学校との窓口の一元化 

・ 事実確認における専門機関（弁護士、警察

等）への支援要請 

・ 不適切指導が疑われる教職員の部活動指

導を停止する方針の明確化（規定の見直し） 

・ 校長間の適切な引継ぎに係る基準や方針

の作成（調査マニュアルを含めた事案の報

告方法の見直し） 

・ 問題ある教職員の人事管理に関する方針

の作成（個別面談の実施等）   等 

【学校】 

・ 上記ガイドラインの教職員への周知徹底 

・ 学校経営計画における不適切指導根絶の

明記 

・ 不適切指導根絶に向けた計画的・継続的

な校内研修の実施 

・ 不適切指導根絶に向けた宣言の発出 

・ マニュアルに沿った速やかな事実確認、

県教委との連携による対応策の実施 

・ 県教委を通じた事実確認における専門機

関（弁護士、警察等）の支援要請 

・ 管理職面談を通じた意識啓発   等 

【教員】 

・ 上記ガイドラインの熟知 

・ 上記校内研修への参加 

・ 不適切指導根絶に向けた研修の受講 

・ 該当指導者における文科省の「運動部活

動での指導のガイドライン」等の熟知 

・ 部活動指導者に対する県教委主催研修の

受講               等 

※【  】は、再発防止策の実施主体を示して

います。 

① 問題となるのは「直接的な暴力」であり、「『長時間に及ぶ叱責』等の言動についてはある程度容認されるとの誤った

認識や顧問教諭の認否のみを重視する誤った考えにより、被害生徒保護者から訴えを受けてからの初動調査や県教委

との連携（H21）、元部員からの証言を踏まえた対応（H23～H24）が不十分なものとなった。〔不適切な点①、③、⑦〕 

・ 教職員に対する不適切指導に係

る正しい認識の普及徹底 

・ 教職員による不適切指導が疑わ

れた際の学校における適切な初動

対応の確保 

② 被害生徒の卒業に向けた対応が順調に進めば、保護者の訴えは収束するとの安易な考えのもと、保護者に対し、どの

ように説明し、いかに事態を収めるかとの対応に終始し、保護者の訴え（顧問教諭の不適切指導）を正しく受け止めよ

うとせず、顧問教諭による不適切指導（暴力・暴言）の事実確認が遅れた。〔不適切な点②、⑥〕 

２ Ｂ高校による顧問教諭の人事管理において不適切だった点 

③ 顧問教諭に係る不適切な指導が疑われる情報が校長間で十分に引き継がれなかったことや、刑事告訴された事実や

「いじめ事案」調査結果を軽視したことにより、顧問教諭の人事管理や指導について、具体的な対応を行わなかった。

〔不適切な点⑪、⑫〕 

・ 校長間（前任と後任、異動元と異

動先）の適切な引継ぎの徹底 

④ 民事訴訟を提起されてから一審判決まで、県教委からの指示や情報共有がないことを理由とし、学校長として主体

的に人事管理を行おうとする意識が欠如したことから、部活動指導の実態の把握を怠り、顧問教諭による不適切指導

（暴言）の事実確認が遅れた。〔不適切な点⑮、⑰、⑲〕  

 

・ 学校における主体的な人事管理

の確保に向けた体制づくり 

⑤ 保体課・高体連通知について、前任校事案であることや係争中であることを理由に、顧問教諭の不適切指導（暴力）

は当該通知の適用外であるとの一方的な（自らに都合の良い）解釈をし、当該通知の趣旨を踏まえた顧問教諭に対する

指導が徹底されなかった。〔不適切な点⑳〕  

・ 不適切指導を行った教職員の部

活動指導からの排除の徹底 

３ Ａ高校事案における県教委による対応において不適切だった点 

⑥ 県教委内の関係室課において、それぞれ「自らの所管ではない」との消極的な姿勢に終始し、特に教職員課は、一貫

して「学校任せ（学校からの報告を待つのみ）」の受け身の姿勢に終始したため、県教委として具体的な助言・指導が

行われず、結果として、顧問教諭による不適切指導（暴力・暴言）の事実確認が遅れた。〔不適切な点④、⑤、⑧〕 

・ 教職員による不適切指導（疑い

含む。）が判明した際の学校や県教

委との連携体制の明確化 

⑦ 教職員課は、Ａ高校長からの「元部員への調査の結果、体罰はなかった」との報告を鵜呑みにし（報告に至るまでの

調査過程を確認することをせず）、Ａ高校事案について、詳細に把握しようとする意識が欠如していたため、顧問教諭に

ついて人事管理を要する職員としての認識が薄く、結果として、顧問教諭の異動の際に、Ｂ高校長との間での情報共有

を怠った。〔不適切な点⑨、⑩〕 

・ 問題ある教職員に係る情報管理

や人事管理に係る体制確保 

４ Ｂ高校事案における県教委による対応において不適切だった点 

⑧ 顧問教諭の不適切な言動が「いじめ事案」調査において明らかになったにも関わらず、教職員課は、一貫して「学校

任せ（学校からの報告を待つのみ）」の受け身の姿勢に終始したため、Ｂ高校に対する具体的な助言・指導が行われず、

結果として、顧問教諭による不適切指導（暴言）の事実確認が遅れた。〔不適切な点⑬〕 

・ 教職員による不適切指導（疑い

含む。）が判明した際の学校や県教

委との連携体制の明確化〔再掲〕 

⑨ 教職員課において、訴訟対応の過程で明らかになった不適切指導（暴力・暴言）の情報を踏まえて、顧問を外すなど

の人事管理上の対応について、学校に指示する必要性に係る認識が欠如していたことにより、民事訴訟上の対応に終

始し、Ｂ高校に対する具体的な指示や情報共有を怠った。〔不適切な点⑭、⑯、⑱〕 
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⑴ 人権意識の醸成 法令番号等 所管等 

 
こども基本法 令和４年法律第77号 こども家庭庁 

児童の権利に関する条約（子どもの権利

条約） 
平成６年条約第２号  

⑵ 生徒指導 法令番号等 所管等 

 
生徒指導提要 

令和４年12月 

文部科学省 
文部科学省 

⑶ 不適切な指導の根絶 法令番号等 所管等 

 
学校教育法 昭和22年法律第26号 文部科学省 

学校教育法第11条に規定する児童生徒の

懲戒・体罰等に関する参考事例 

問題行動を起こす児

童生徒に対する指導

について（平成19年2

月5日付18文科初第

1019号通知）別紙 

文部科学省 

体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく指

導の徹底について（通知） 

24文科初第1269号 

（平成25年3月13日） 
文部科学省 

スポーツ界における暴力行為根絶宣言 

平成25年４月25日 

(公財)日本体育協会 

(公財)日本オリンピ

ック委員会 

(公財)日本障害者ス

ポーツ協会 

(公財)全国高等学校

体育連盟 

(公財)日本中学校体

育連盟 

(公財)日本体育協

会  等 

 

 教育職員等による児童生徒性暴力等の防

止等に関する法律 
令和３年法律第57号 文部科学省 

⑷ 人事管理 法令番号等 所管等 

 
校長及び教員の資質の向上に関する指標  

岩手県教育委員会

事務局教職員課 

３ 関係法令等 
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⑸ 部活動指導 法令番号等 所管等 

 
運動部活動での指導のガイドライン 

平成25年５月 

文部科学省 
文部科学省 

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の

在り方に関する総合的なガイドライン 

令和４年12月 

スポーツ庁 

文化庁 

スポーツ庁 

文化庁 

岩手県における部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方に関する方針 

令和６年１月 

岩手県教育委員会 

岩手県教育委員会

事務局保健体育課 

⑹ 進路指導・キャリア教育 法令番号等 所管等 

 
いわてキャリア教育指針【改訂版】 

令和２年３月 

岩手県教育委員会 

岩手県教育委員会

事務局学校教育室 

令和６年度学校教育指導指針 

令和６年３月 

岩手県教育委員会 

事務局学校教育室 

岩手県教育委員会

事務局学校教育室 

⑺ 自殺予防教育 法令番号等 所管等 

 
自殺対策基本法 平成18年法律第85号 厚生労働省 

自殺総合対策大綱 令和４年10月 厚生労働省 

教師が知っておきたい子どもの自殺予防 
平成21年３月 

文部科学省  
文部科学省 

子供に伝えたい自殺予防（学校における

自殺予防教育導入の手引） 

平成26年７月 

文部科学省 
文部科学省 

児童生徒の自殺予防に向けた困難な事

態，強い心理的負担を受けた場合等にお

ける対処の仕方を身に付ける等のための

教育の推進について（通知） 

29初児生第38号 

（平成30年１月23日） 

文部科学省 

厚生労働省 

 

 

 


